
平成２１年度 事 業 報 告 書

自 平成２１年４月 １日

至 平成２２年３月３１日

独立行政法人製品評価技術基盤機構



目 次

１．国民の皆様へ 1

２．基本情報 3

(1) 法人の概要 3

(2) 本所・支所等の住所 6

(3) 資本金の状況 6

(4) 役員の状況 7

(5) 常勤職員の状況 8

３．簡潔に要約された財務諸表 9

４．財務情報 12

(1) 財務諸表の概況 12

(2) 施設等投資の状況（重要なもの） 16

(3) 予算・決算の概況 17

(4) 経費削減及び効率化目標との関係 17

５．事業の説明 18

(1) 財源構造 18

(2) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 19

６．当該事業年度の業務の実施状況 23

６．１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するため取るべき措置 23

Ａ．共通事項 23

Ｂ．バイオテクノロジー分野 31

Ｃ．化学物質管理分野 37

Ｄ．適合性認定分野 46

Ｅ．生活安全分野 56

Ｆ．その他業務 65

Ｇ．その他業務運営に関する計画 66

６．２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 66



- 1 -

１１１１．．．．国民国民国民国民のののの皆様皆様皆様皆様へへへへ

製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ：National Institute of Technology and Evaluat

ion、以下「ナイト」という。）は、幅広い分野にわたる技術力を行政に生かし、「技術

と情報をもとに、信頼できる中立機関として、くらしの安全・安心を支える」という活

動理念の下、消費生活用製品安全法等製品安全４法、化学物質審査規制法、化学物質排

出把握管理促進法、計量法、工業標準化法、カルタヘナ担保法、化学兵器禁止条約担保

法等の法執行・法執行支援を業務の基本としています。これらに加えて、法執行・法執

行支援業務の一環として生物多様性条約・ブタペスト条約対応業務(微生物の移転・保

存、特許微生物管理）、外国政府の規制に対応して輸出を可能とするための認定業務、

培われた技術力・ノウハウを行政ニーズに応じて活用して、我が国の経済権益・産業競

争力を確保するための業務を併せて実施しています。

製品安全分野では、製品事故の科学的・中立な立場での原因究明と、これに基づく製

品の設計・製造の改善につながる法規制の技術基準の作成により、製品事故の未然・再

発防止に寄与しています。消費者の安全が確保されるような製品の一定水準の安全レベ

ルは、市場メカニズムだけでは確保が困難であり、法律等での安全規制や事業者への働

きかけ等が必要不可欠です。平成２１年度においても規制対象品目の技術基準が、ナイ

トの事故原因究明調査結果に基づき、改正されました。また、平成２１年９月の消費者

庁の発足を受け、消費者庁及び経済産業省に集まる重大製品事故に関する情報について、

経済産業大臣の調査指示に基づき、原因究明調査を行い、経済産業省に報告し、必要に

応じて製品安全情報を各種メディアを用いて発信・提供し、製品事故の未然・再発防止

を図っています。

化学物質管理分野においてナイトは、化学物質の審査及び規制に関する法律（化審法）

の改正法案が平成２１年５月に成立したことに伴い、これまでの同法施行の技術的支援

の実績を土台に、改正法の施行に向けリスク評価を担うべく準備を進めております。監

視化学物質リスク評価技術ガイダンス案（平成２１年６月公表）を土台に、平成２１年

度中に更なる調査検討を進め、「化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価

の技術ガイダンス（案）」をまとめ、平成２２年５月に公表いたしました。

適合性認定分野においては、国際基準による安全・品質を確保するため、計量法、工

業標準化法等の法令に基づく認定業務を着実に実施するとともに、韓国安全規制に対応

したリチウムイオン電池試験など、国境を越えたルールの適用と非関税障壁の除去を目

的とした社会ニーズに基づく認定に的確に対応し、日本製品の海外展開に貢献していま

す。

バイオテクノロジー分野においては、カルタヘナ担保法の施行・支援、安全性評価に

資する分類学的基準株等の安定供給、生物多様性条約を遵守した海外の生物遺伝資源へ

のアクセス確保のための海外関係機関との協力体制の強化などを行っています。加えて、
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平成２１年度は、国内最高レベルのゲノム解析能力を活用し、新型インフルエンザウイ

ルスの全遺伝子塩基配列を国内で初めて解読し、国立感染症研究所と共に解析した結果

はＷＨＯ（世界保健機関）に報告され国際的なインフルエンザ対策に貢献しました。

ナイトは、これからも、引き続き、国民の期待に適時かつ適切に応え、信頼できる技

術と情報をもとに、「くらしの安全・安心」に直結する日々の業務サービスに取り組ん

でまいります。
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２２２２．．．．基本情報基本情報基本情報基本情報

（１）法人の概要

① 法人の目的

ナイトは、工業製品等に関する技術上の評価等を行うとともに、工業製品等の品

質に関する情報の収集、評価、整理及び提供等を行うことにより、工業製品等の品

質の向上、安全性の確保及び取引の円滑化のための技術的な基盤の整備を図り、も

って経済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給

の確保に資することを目的としております。（独立行政法人製品評価技術基盤機構

法第３条）

② 業務の範囲（機構法第１１条）

ナイトは、独立行政法人製品評価技術基盤機構法第３条の目的を達成するため、

以下の業務を行います。

a.工業製品その他の物資に関する技術上の評価

b.工業製品その他の物資に関する試験、分析、検査その他これらに類する事業を

行う者の技術的能力その他の当該事業の適正な実施に必要な能力に関する評価

c.工業製品その他の物資の品質に関する技術上の情報の収集、評価、整理及び提

供

d. aの評価の技術に関する調査及び研究

e. a～d の業務に附帯する業務

f.工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２１条第１項及び第２項並びに

第４０条第１項の規定による立入検査並びに第４２条第１項第８号の規定によ

る検査

g.ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３９条の１７第１項第８号の規定に

よる検査並びに第４７条第１項及び第３項の規定による立入検査

h.電気用品安全法（昭和３６年法律第２３４号）第４２条の４第１項第８号の規

定による検査又は質問並びに第４６条第１項及び第２項の規定による立入検査

又は質問

i.家庭用品品質表示法（昭和３７年法律第１０４号）第１９条第１項の規定によ

る立入検査

j.液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第

１４９号）第６４条第１項第８号の規定による検査又は質問並びに第８３条第

１項及び第５項の規定による立入検査又は質問

k.消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号）第３１条第１項第８号の規

定による検査並びに第４１条第１項から第３項までの規定による立入検査

l.化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和４８年法律第１１７号）

第３３条第１項から第３項までの規定による立入検査、質問又は収去

m.計量法（平成４年法律第５１号）第１４８条第１項及び第２項の規定による立

入検査（同法第１４４条第１項に規定する認定事業者に対するものを除く。）
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n.化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）

第３０条第５項の規定による立会い及び第３３条第１項の規定による立入検

査、質問又は収去

o.特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律

（平成１３年法律第１１１号）第３７条第４項の規定による立入検査又は質問

p.遺伝子組換え生物等の使用等の規制等による生物の多様性の確保に関する法律

（平成１５年法律第９７号）第３２条第１項の規定のによる立入り、質問、検

査及び収去

③ 沿革

平成１３年４月 独立行政法人製品評価技術基盤機構設立

独立行政法人製品評価技術基盤機構の前身は次の図のとおり。

独立行政法人製品評価技術基盤機構（平成１３年４月設立）

製品評価技術センター（平成７年１０月改組）

通商産業検査所（昭和５９年１０月設立）

工業品検査所 繊維製品検査所

（昭和２７年８月設立） （昭和２３年１１月設立）

化学製品検査所 機械金属検査所

（昭和２６年４月名称変更 （昭和２６年４月名称変更）

輸出毛織物検査所

日用品検査所 （昭和１５年１２月設立）

（昭和２３年１１月設立）

輸出絹織物検査所

試薬検査所 機械器具検査所 （昭和３年１月設立）

（昭和２３年９年設立） （昭和２３年１０月設立）

④ 設立根拠法

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）及び独立行政法人製品評価技

術基盤機構法（平成１１年法律第２０４号）

⑤ 主務大臣（主務省所管課）

経済産業大臣（経済産業省産業技術環境局知的基盤課）

⑥ 組織図（平成２２年３月末現在）

理事長 情報統括官

理事 企画管理部 経営企画課



- 5 -

人事企画課

監事 総務課

情報システム室

情報公開・個人情報保護相談室

監査室 財務・会計課

バイオテク 計画課

ノロジー本部 バイオ安全業務室

情報システム管理課

生物遺伝資源情報部門

資源情報解析課

生物遺伝資源部門

遺伝資源保存課

生物遺伝資源開発部門

資源開発課

特許微生物寄託センター

化学物質管理 計画課

センター 標準物質室

情報業務課

安全審査課

リスク管理課

リスク評価課

化学物質審査規制法リスク評価準備室

認定センター 計画課

認定企画室

計量認定課

特定計量証明事業者認定業務室

試験認証認定課

中部認定事務所

近畿認定事務所

製品安全 計画課

センター 製品安全企画課

製品安全調査課

事故リスク情報分析室

製品安全技術課

経年劣化対策室

検査業務課
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化学兵器原料対策室

標準化センター

標準企画課

標準技術課

講習業務課

技術業務課

北海道支所

東北支所 業務課

バイオ技術課

北関東支所 業務課

燃焼技術課

中部支所 業務課

製品安全技術課

北陸支所 業務課

製品安全技術課

中国支所

四国支所

九州支所 業務課

製品安全技術課

（２）本所・支所等の住所

本 所 ：東京都渋谷区西原2-49-10

ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ本部 ：千葉県木更津市かずさ鎌足2-5-8

製品安全ｾﾝﾀｰ ：大阪府大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第２号館別館

北海道支所 ：北海道札幌市北区北八条西2-1-1 札幌第一合同庁舎

東北支所 ：宮城県仙台市宮城野区東仙台4-5-18

北関東支所 ：群馬県桐生市堤町3-7-4

中部支所 ：愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎弟２号館

北陸支所 ：石川県金沢市西念3-4-1 金沢駅西合同庁舎

中国支所 ：広島県広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎弟３号館

四国支所 ：香川県高松市寿町1-3-2 高松第一生命ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ５Ｆ

九州支所 ：福岡県福岡市南区塩原2-1-28

（３） 資本金の状況 （単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 １９，０７２ － － １９，０７２

資本金合計 １９，０７２ － － １９，０７２
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（４）役員の状況

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴

理事長 安井 至 自：平成21年 昭和43年 3月 東京大学工学部合成化学科卒業

4月 1日 48年 3月 東京大学大学院工学系研究科博士課程

至：平成23年 修了 工学博士

3月31日 昭和50～52年 米国レンセラー工科大学博士研究員

平成 2年 7月 東京大学生産技術研究所教授

8年 5月 東京大学国際・産学共同研究センタ

ー、センター長併任

平成 9年 4月 全国産学連携センター協議会会長

平成15年12月 国際連合大学 副学長

平成15年12月 東京大学客員教授

平成16年 6月 東京大学名誉教授

平成20年 1月 国際連合大学 名誉副学長

平成20年 1月（独）科学技術振興機構研究開発戦略

センター

平成20年 4月 同 上席フェロー

平成21年 4月 独立行政法人 製品評価技術基盤機構

理事長

理 事 川上景一 自：平成20年 企画、人事、昭和57年 4月 通商産業省 入省

7月12日 予算、広報 平成 7年 6月 同 通商産業検査所 総務部企画課長

至：平成23年 平成 9年 6月 経済協力開発機構

3月31日 日本政府代表部一等書記官

平成12年12月 通商産業省 機械情報産業局総務課

新映像産業室長

平成13年 1月 経済産業省 商務情報政策局

環境リサイクル室長

平成15年 7月 同 商務情報政策局

消費経済部消費経済政策課長

平成17年 9月 同 製造産業局

航空機武器宇宙産業課長

平成18年 7月 同 貿易経済協力局 貿易振興課長

平成20年 7月 独立行政法人製品評価技術基盤機構

理事（役員出向）

理 事 菊池 久 自：平成21年 労務、会計、昭和46年 3月 山形大学工業短期大学部繊維工学科卒

4月 1日 文書・情報 業

至：平成23年 管理、知的 昭和42年 7月 通商産業省（鶴岡繊維製品検査所米沢

3月31日 財産 出張所）入省

昭和46年 4月 同 横浜繊維製品検査所検査課

昭和59年10月 同 通商産業検査所商品テスト部繊

維業務課

昭和62年10月 同 生活産業局総務課繊維企画官付

繊維検査専門職

平成 3年 4月 同 通商産業検査所総務部繊維管理

課長補佐

平成 5年 7月 同 通商産業検査所バイオテクノロ
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ジー検査センターバイオテクノロジー

検査課長

平成 7年10月 同 製品評価技術センター バイオ

テクノロジーセンター解析技術課長

平成13年 1月 独立行政法人 製品評価技術基盤機構

バイオテクノロジーセンター長

平成13年 4月 同 バイオテクノロジーセンター所

長

平成15年 4月 同 バイオテクノロジー本部次長

平成16年 6月 同 生活・福祉技術センター所長

平成21年 4月 同 理事

監 事 前川美之 自：平成17年 昭和42年 4月 三菱化成工業(株) 入社

4月 1日 昭和63年 6月 三菱化成(株) 水島工場 保安環境部長

至：平成23年 平成 6年10月 三菱化学(株) 黒崎事業所 管理部長

3月31日 兼 同事業所 ＴＰＭ推進室長

平成 8年 6月 同 取締役 化成品ｶﾝﾊﾟﾆｰ企画部長

平成11年 6月 同 常務執行役員 化成品ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ

平成15年 6月 同 常務取締役 兼 常務執行役員

技術・生産ｾﾝﾀｰ長

平成16年 6月 同 代表取締役 兼 専務執行役員

技術・生産ｾﾝﾀｰ長

平成17年 4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構

監事

監 事 地崎 修 自：平成19年 昭和47年 4月 通商産業省 入省

4月 1日 昭和60年 6月 同 基礎産業局ｴﾈﾙｷﾞｰ対策室長

至：平成23年 昭和61年 5月 日本貿易振興会ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ･ｾﾝﾀｰ次長

3月31日 平成元年 7月 通商産業省 中国通商産業局商工部長

平成 3年 8月 同 工業技術院 標準部繊維化学規格

課長

平成 5年 6月 同 基礎産業局生物化学産業課長

平成 7年 7月 石油公団 備蓄計画部長

平成 9年 6月 通商産業省 大臣官房付

平成 9年 6月 同 退職

平成 9年 7月 （財）ﾊﾞｲｵｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ協会 専務理事

平成18年12月 東京工業大学大学院イノベーションマ

ネージメント研究科技術経営専攻修了

平成19年 4月 独立行政法人製品評価技術基盤機構

監事

（５）常勤職員の状況

ナイトの平成２１年末常勤職員数は３９６名であり、前年末比増減は△６．６０％

となっている。なお、常勤職員数の対前年末増減比は△２．２２％である。

平成２０年末 平成２１年末

常勤職員 ４０５名 ３９６名



- 9 -

うち任期付研究員 ５名 ５名

うち国からの出向者 １０名 ８名

非常勤職員 １５０名 １４８名

出向者 １４名 １４名

うち国の機関への出向者 １３名 １３名

その他 １名 １名

３． 簡潔に要約された財務諸表

① 貸借対照表 （単位：百万円）

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額

流動資産 4,751 流動負債 4,149

現金・預金 4,282 運営費交付金債務 1,688

その他 469 その他 2,462

固定資産 16,353 固定負債 2,264

有形固定資産 16,232

無形固定資産 50 負債合計 6,414

投資その他の資産 71

純 資 産 の 部

資本金 19,072

政府出資金 19,072

資本剰余金 ▲5,186

利益剰余金 804

純資産合計 14,690

資 産 合 計 21,104 負債・純資産合計 21,104

※百万円未満を四捨五入している関係上、合計等の金額について、一致しない場合

がある（以下同じ。）。

② 損益計算書 （単位：百万円）

金 額

経常費用 （Ａ） 8,458

業務費 7,445
人件費 3,872
減価償却費 648
その他 2,925

一般管理費 1,001
人件費 829
減価償却費 24
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その他 148
その他 12

経常収益（Ｂ） 8,982

運営費交付金収益等 6,543
自己収入等 2,437
その他 1

臨時損失 （Ｃ） 101

臨時利益 （Ｄ） 48

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｅ） 61

当期総利益 532
（B）－（A）－（C）＋（D）＋（E）

③ キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,803

人件費支出 ▲ 4,826

運営費交付金収入 7,392

自己収入等 2,315

その他の収入・支出 ▲ 3,078

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) ▲ 337

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) ▲ 204

Ⅳ 資金増加額 (D=A+B+C) 1,262

Ⅴ 資金期首残高 (E) 3,020

Ⅵ 資金期末残高 (F=D+E) 4,282

④ 行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務費用 6,121

損益計算上の費用 8,559
（控除）自己収入等 ▲2,438

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ 損益外減価償却相当額 744

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -
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Ⅳ 引当外賞与見積額 ▲21

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 ▲47

Ⅵ 機会費用 420

Ⅶ 行政サービス実施コスト 7,216

■ 財務諸表の科目

① 貸借対照表

現金及び預金：現金、預金

その他（流動資産）：ナイトの業務活動から生じる未収金、たな卸資産等

有形固定資産：土地、建物、機械装置、車両、工具、器具及び備品などナイ

トが長期にわたって使用または利用する有形の固定資産

無形固定資産：ソフトウェア、電話加入権

投資その他の資産：権利金

運営費交付金債務：ナイトの業務を実施するために国から交付された運営費

交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高

その他（流動負債）：ナイトの業務活動から生じる未払金及び未払費用等

その他（固定負債）：資産見返運営費交付金及び資産見返物品受贈額等

政府出資金 ：国からの出資金であり、ナイトの財産的基礎を構成

資本剰余金 ：国から交付された施設費を財源として取得した資産でナイト

の財産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ：ナイトの業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

業務費 ：ナイトの業務に要した費用

人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、ナイトの役職員等に要した経費

減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費

用として配分する経費

財務費用 ：支払利息

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した

収益

自己収入等 ：手数料収入、受託収入などの収益

臨時損益 ：固定資産の除売却損益

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間において自己収入で取得し

た固定資産の減価償却費相当分の取崩し

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：ナイトの通常の業務の実施にかかる資金

の状態を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又

はサービスの購入による支出、人件費支出等
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投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行

われる投資活動にかかる資金の状態を表し、固定資産の取得・

売却等による収入・支出等、資金の調達及び返済など

財務活動によるキャッシュ・フロー：借入れ・返済による収入・支出等、資金

の調達及び返済など

資金にかかる換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：ナイトが実施する行政サービスのコストのうち、ナイトの損益

計算書に計上される費用

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が

予定されないものとして特定された資産の減価償却費相当額

（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照表に記

載されている）

損益外減損損失相当額：ナイトが中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額（損益計算書には計上していない

が、累計額は貸借対照表に記載されている）

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場

合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上していないが、仮

に引き当てた場合に計上したであろう賞与引当金見積額を貸借

対照表に注記している）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明

らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上

していないが、仮に引き当てた場合に計上したであろう退職給

付引当金見積額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額など

４．財務情報

（１） 財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、利益剰余金、キャッシュ・フ

ローなどの主要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成２１年度の経常費用は８，４５８百万円と前年度比７０１百万円減

（７．７％減）となっている。これは競争入札効果を含む経費削減等が主た

る要因である。

（経常収益）

平成２１年度の経常収益は８，９８２百万円と前年度比３９６百万円減

（４．２％減）となっている。これは講習関係業務収入が前年度比４０２百
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万円増加した一方で、受託収入が２１９百万円及び運営費交付金収益が４８

８百万円減少したことが主たる要因である。

（当期総損益）

平成２１年度の当期総利益は５３２百万円と前年度比２４８百万円増（８

７．２％増）となっている。これは、上記経常損益の状況及び固定資産の除

売却による臨時損益▲５３百万円、並びに前中期目標期間繰越積立金取崩額

６１百万円を計上した結果である。

（資産）

平成２１年度末現在の資産合計は２１，１０４百万円と前年度末比１，１

５１百万円増（５．８％増）となっている。これは競争入札効果を含む経費

削減等による運営費交付金債務の残高が前年度比５３７百万円、未払金が前

年度比３４９百万円並びに講習関係業務の利益が前年度比３０５百万円増加

したことによる現金及び預金残高の増が主たる要因である。

（負債）

平成２１年度末現在の負債合計は６，４１４百万円と前年度末比９８７百

万円増（１８．２％増）となっている。これは運営費交付金債務及び未払金

の増が主たる要因である。

（利益剰余金）

平成２１年度末現在の利益剰余金は８０４百万円と前年度末比４７１百万

円増（１４１.４％増）となっている。これは前中期目標期間繰越積立金５７

百万円、当期未処分利益５３２百万円及び通則法第４４条第１項積立金２１

５百万円を計上した結果である。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１，８０３百万円と

前年度比１１９百万円増（７.１％増）となっている。これは競争入札効果を

含む経費削減等により支出が減少したことが主たる要因である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の投資活動によるキャッシュ・フローは▲３３７百万円と前

年度比１４５百万円減（７５．７％減）となっている。これは固定資産の取

得による支出が増加したことが主たる要因である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２１年度の財務活動によるキャッシュ・フローは▲２０４百万円と、

前年度比４百万円減（１.９％減）となっている。これはファイナンス・リー
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ス契約が増加したためである。

表 主要な財務データの経年比較 （単位：百万円）

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

経常費用 11,043 9,327 9,001 9,159 8,458

経常収益 11,056 9,213 8,825 9,377 8,982

当期総利益（▲は損失） 17 45 ▲114 284 532

資産 21,475 20,351 19,803 19,952 21,104

負債 5,145 5,033 5,066 5,427 6,414

利益剰余金 897 281 110 333 804

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 304 150 999 1,685 1,803

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ▲873 ▲498 ▲433 ▲192 ▲337

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ▲343 ▲324 ▲184 ▲200 ▲204

資金期末残高 2,019 1,347 1,728 3,020 4,282

注１ 対前年比において、当期総利益が変動をしている要因は、講習事業の利益等によ

り経常利益５２４百万円を計上したためである。

注２ 対前年比において、利益剰余金が変動をしている要因は、当期未処分利益５３２

百万円及び前中期目標期間繰越積立金６１百万円を取り崩したことが要因である。

注３ 対前年比において、業務活動によるキャッシュ・フロー及び資金期末残高が変動

している要因は、受託収入が２９６百万円減少した一方で、退職者等の減少による人

件費支出が２２４百万円減少したこと及び競争入札効果を含む経費の削減等により業

務経費及び一般管理経費支出が２４８百万円減少したことが主な要因である。

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

バイオテクノロジー分野の事業損益は▲３９万円と前年度比４百万円増（１０．

１％増）となっている。これは受託事業で購入した資産の減価償却費の減が主な

要因である。

化学物質管理分野の事業損益は▲０百万円と前年度比１百万円減（２２５．８

％減）となっている。

適合性認定分野の事業損益は０百万円と前年度比０百万円増（４４９．１％増）

となっている。

生活安全分野の事業損益は▲３０百万円と前年度比２百万円増（４.８％増）

となっている。これは受託事業で購入した資産の減価償却費の減が主な要因であ

る。
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講習関係業務の事業損益は５９５百万円と前年度比３０５百万円増（１０４.

７％増）となっている。これは講習受講者数の増加したことが主な要因である。

表 事業損益の経年比較 （単位：百万円）

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

バイオテクノロジー分野 34 18 ▲35 ▲43 ▲39

化 学 物 質 管 理 分 野 1 2 3 1 ▲0

適 合 性 認 定 分 野 2 1 ▲0 0 0

生 活 安 全 分 野 85 8 ▲32 ▲32 ▲30

講 習 関 係 業 務 35 ▲147 ▲119 291 595

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

バイオテクノロジー分野の総資産は８,９５０百万円と前年比９４１百万円減

（９．５％減）となっている。

化学物質管理分野の総資産は１，５７０百万円と前年比２６３百万円減（１４．

４％減）となっている。

適合性認定分野の総資産は９９２百万円と前年比１３９百万円増（１６．２％

増）となっている。

生活安全分野の総資産は３，７３８百万円と前年比９３５百万円増（３３．４

％増）となっている。

講習関係業務の総資産は２６４百万円と前年比２６百万円増（１０．９％増）

となっている。

総資産が全体的に減少しているのは、有形固定資産の減価償却費の進行と除売

却をしたことが主な要因である。

表 総資産の経年比較 （単位：百万円）

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

バイオテクノロジー分野 12,128 11,812 11,035 9,891 8,950

化学物質管理分野 1,498 1,667 1,654 1,834 1,570

適合性認定分野 1,701 1,356 1,211 854 992

生活安全分野 2,425 2,592 2,640 2,803 3,738

講習関係業務 242 224 192 238 264

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

当期は当期総利益５３２百万円を計上したが、目的積立金の申請はしていない。

前中期目標期間繰越積立金取崩額６１百万円は、前中期目標期間中に受託事業に

より取得した資産の減価償却費相当額及び純粋な除却相当額を取り崩したもので
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ある。

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較、分析（内容・増減理由）

平成２１年度の行政サービス実施コストは７，２１６百万円と前年度比４６０

百万円減（６．０％減）となっている。これは業務費用が８００百万円減少した

一方で、損益外減価償却等相当額が１９１百万円及び引当外退職給付増加見積額

が１０７百万円増加したことが主たる要因である。

表 行政サービス実施コストの経年比較 （単位：百万円）

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

業務費用 8,110 7,893 7,945 6,921 6,121

うち損益計算書上の費用 11,067 9,446 9,152 9,191 8,559

うち自己収入 ▲2,957 ▲1,553 ▲1,208 ▲2,270 ▲2,438

損益外減価償却累計額 712 512 512 553 744

損益外減損損失相当額 － 4 － － －

引当外賞与見積額 － － ▲3 ▲34 ▲21

引当外退職給付増加見積額 291 184 ▲50 ▲154 ▲47

機会費用 498 493 405 390 420

行政サービス実施コスト 9,611 9,086 8,808 7,676 7,216

注１ 業務費用の減少については、競争入札効果を含む経費の削減等及び講習関係業務収

入が増加したことが要因と考えられる。

注２ 損益外減価償却累計額の増加については、現物出資固定資産を除却したことが要因

と考えられる。

注３ 引当外退職給付増加見積額の増加については、退職者数の減少による退職手当支給

額の減少したことが要因と考えられる。

（２）施設等投資の状況 （重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

製品事故試験施設等整備（確定額 １９２百万円）

製品事故試験施設等整備（確定額 ５０百万円）

② 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充

本所本館外壁等の改修整備（契約額 １０５百万円）

③ 当事業年度中に処分した主要施設等
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該当なし。

（３）予算・決算の概況 （単位：百万円）

１７年度 １８年度 １９年度
区 分

予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算

収 入
運営費交付金 7,682 7,682 7,626 7,626 7,588 7,588
施設整備費補助金 184 184 120 120 102 102
受託収入 1,082 1,168 842 929 207 590
講習関係収入 1,095 684 383 322 396 653
その他収入 249 238 180 195 193 192

支 出
業務経費 2,965 3,070 6,446 6,349 6,461 6,307
施設整備費補助金 184 184 120 120 102 102
受託経費 1,082 1,042 842 927 207 591
講習関係経費 1,212 1,072 653 566 593 556
一般管理費 4,966 4,946 1,360 1,325 1,319 1,222

２０年度 ２１年度
区 分

予 算 決 算 予 算 決 算 差 額 理 由

収 入
運営費交付金 7,466 7,466 7,392 7,392
施設整備費補助金 120 117 265 246
受託収入 316 594 248 375 受託契約の増
講習関係収入 1,231 1,680 1,792 1,707 受講者の減
その他収入 205 249 181 227 手数料収入等の増

支 出
業務経費 6,391 5,894 6,369 6,078 経費の減
施設整備費補助金 120 117 265 246 入札効果等
受託経費 316 593 248 375 受託契約の増
講習関係経費 1,106 1,160 1,392 1,254 受講者の増
一般管理費 1,280 1,030 1,204 986 経費の減

注１ 予算区分及び予算額については、当該年度の年度計画に記載されている予算

区分及び予算金額を記載しております。

注２ 決算額の収入については、現金預金の収入額に期末の未収金等の額を加減し

たものを記載しております。

注３ 決算額の支出については、現金預金の支出額に期末の未払金等の額を加減し

たものを記載しております。

（４）経費削減及び効率化目標との関係

① 経費削減及び効率化目標

ナイトにおいては、運営費交付金を充当する業務については、業務経費について、

新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、第二期中期目標の期間中、平均

で前年度比１％以上の削減を行うとともに、一般管理費については、第二期中期目

標期間中、毎年度、平均で前年度比３％以上の削減を行う。
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また、新たに発生又は業務量の増加が見込まれるものについても、効率的な業務

の運営を図ることにより、運営費交付金の増大の抑制に努めることを目標としてい

る。

このような人的資金的制約の下、国民生活、社会経済上の要請や行政ニーズに的

確に対応していくため、民間で実施可能なものは積極的にアウトソーシング、外部

人材の活用等を進め、国との的確な役割分担の下、ナイトが真に担うべき事務及び

事業に特化して、より一層の効率化を図ることとしているところである。

② 上記目標の当中期目標期間における推移

当中期目標期間 （単位：百万円）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
区 分

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 1,325 － 1,222 ▲7.8 1,030 ▲15.7 986 ▲4.3

業務経費 6,349 － 6,307 ▲0.7 5,894 ▲ 6.5 6,078 3.1

注：業務経費は対前年度比３．１％の増となっているが、これにについては製

品安全業務の実施体制強化を図るために実施した本所（東京）の試験機器整

備に要した費用（固定資産の２１年度取得価格にして４４６百万円相当）が

大きく影響している。なお、対１８年度比では４．３％の減となり、第二期

中期目標期間中の平均としては、年度当たり１％以上の削減を達成している。

［備考］各年度の比率については、当ナイトの削減目標が対前年度比であるこ

とから、前年度を１００％とした場合の比率を記載

５５５５．．．．事業事業事業事業のののの説明説明説明説明

（１）財源構造

ナイトの経常収益は８，９８２百万円（前年度９，３７７百万円）で前年度比３９

６百万円の減となっている。これは主に講習関係業務収入が４０２百万円増加した一

方で、運営費交付金収益（資産見返戻入分を除く）が４８８百万円減少し、さらに受

託収入が２１９百万円減少したことによる。

経常収益の内訳は、運営費交付金収益（資産見返戻入分を含む）が６，４９９百万

円（経常収益の７２％）、受託収入が３７５百万円（同４％）、講習関係業務収入が

１，８５２百万円（同２１％）、その他手数料等収入が２５６百万円（同３％）とな

っている。

運営費交付金が収益全体の７２％を占めているが、これはナイトの業務の大部分が

法律に基づく規制執行及びその技術的支援を担っていることによる。

受託収入は、３７５百万円で前年度比２１９百万円の減となっている。これは主に、

前年度で終了した受託事業（前年度実績計１８２百万円）がある一方、今年度新たに
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受託した事業は、類似のもので前年度に受託実績のある政府受託事業以外には無かっ

たことによる。

講習関係業務収入は、１，８５２百万円となっており、前年度比４０２百万円の増

となっているが、これは、受講者数が５年間で大きく変動するためであり、本年度は

受講者が５年周期の中で最も多い年度に当たっていることによる。

なお、講習関係業務は、電気工事士法及び特定ガス消費機器の設置工事の監督に関

する法律に基づく講習受講者からの受講料等、講習関係業務収入のみによって賄って

いる。

財源構造の推移 （単位：百万円）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

運営費交付金収益 7,679 7,654 7,612 7,062 6,499
受託収入 1,635 929 590 594 375
講習関係業務収入 1,109 424 433 1,449 1,852
手数料等収入 210 194 174 219 208
その他 422 12 16 53 48

経常収益合計 11,056 9,213 8,825 9,377 8,982

（２）財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明

ア バイオテクノロジー分野

バイオテクノロジー分野では、我が国を代表する微生物を中心とした中核的

な生物遺伝資源機関として研究開発や産業上有用な生物遺伝資源を戦略的に

収集し、永続的に保存するとともにその提供体制を強化すること等により生

物遺伝資源の利用拡大を推進することを目的として、a)生物遺伝資源の戦略

6,499百万円

72%

375百万円

4%

1,852百万円

21%

256百万円

3%

経常収益（財源別）

運営費交付金収益 受託収入

講習関係業務収入 その他手数料収入

計 8,982

百万円
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的収集・保存・提供、b)国内及びアジア諸国との生物遺伝資源機関ネットワー

クの構築、c)ゲノム解析等基本的機能の充実と社会的貢献、d)海外資源国との

二国間協力体制の構築、e)特許微生物の寄託業務、f)カルタヘナ担保法に基づ

く立入検査等業務及びカルタヘナ担保法施行に係る調査業務を実施している。

同分野の事業の財源は、運営費交付金１，９４４百万円（運営費交付金収益

及び資産見返交付金戻入の合計、以下同じ。）、自己収入等１５４百万円となっ

ている。なお、自己収入の内容は主に、受託収入及び微生物分譲に係る収入で

ある。

同分野の事業に要する費用は、２，１６５百万円で対前年度比１９．９％の

減となった。

なお、他の分野に比べ微生物の保存・分譲等に必要な設備機器等を多く抱え

ており、以下のとおり、他の事業に比べて減価償却費の割合が大きい支出構造

となっている。

イ 化学物質管理分野

化学物質管理分野では、化学物質に関する国民における安全性に係る理解の

深化、事業者による法令への対応と自主管理、国による管理法令の円滑な施行、

及びこれら各層における相互理解の促進等に資することを目的として、a)化学

物質の有害性等の情報の整備提供、b)化学物質のリスク等に係る相互理解のた

めの情報の整備提供、c)化学物質のリスク評価・管理に係る業務、d)リスク評

価手法等の調査と手法開発、e)化学物質審査規制法施行支援、f)化学物質排出

把握管理促進法施行支援及び化学物質排出把握管理促進法に関する情報の収集

及び解析を実施している。

同分野の事業の財源は、運営費交付金９７０百万円、自己収入等２０７百万

円となっている。なお、自己収入の大部分は受託収入である。

同分野の事業に要する費用は、１，１７８百万円で対前年度比９．７％の減

となった。

なお、費用の内訳は、他の分野に比べ施設・設備等を保有していないため、

減価償却費の割合が小さく、その他費用（主に情報システム関係のリース費用）

1,013

百万円

47%
452百万円

21%

700百万円

32%

経常費用（バイオテクノロジー分野）

人件費 減価償却費 その他費用

計 2,165

百万円
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の割合が大きい支出構造となっている。

ウ 適合性認定分野

適合性認定分野では、我が国の中核的認定機関として国際相互承認に参加し、

国際規格に適合した技術的信頼性の高い認定機関の運営、試験・校正事業者の

能力の認定等を着実に行うとともに、広範な分野における審査員の確保等の基

盤整備、内外関係機関との協力・連携活動を先導的に推進することを目的とし

て、a) 国際規格に適合した技術的信頼性の高い認定機関の運営、b)工業標準化

法、計量法等に基づく認定業務、c)製品安全関係法令等に基づく認証機関の登

録のための調査等認定関係業務を実施している。

同分野の事業の財源は、運営費交付金７６６百万円のほか、自己収入等（手

数料収入）１２１百万円となっている。

なお、同分野の事業に要する費用は、８８７百万円で対前年度比６．７％の

減となった。費用の内訳は他の分野に比べ人件費の割合が大きい支出構造とな

っている。

665百万円

56%
24百万円

2%

489百万円

42%

経常費用（化学物質管理分野）

人件費 減価償却費 その他費用

計 1,178

百万円

654百万円

74%

23百万円

2%

211百万円

24%

経常費用（適合性認定分野）

人件費 減価償却費 その他費用

計 887

百万円
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エ 生活安全分野

生活安全分野では、くらしの中で国民が利用する様々な製品の安全性の十分

な確保や、そのための技術基盤の整備を図ることを目的として、a)製品の事故

に関する情報の収集・調査・分析、原因究明等、b)国内外の関係機関との連携、

c)事故の未然・再発防止のための情報提供等、d)製品安全体系の高度化を目指

した調査研究、d)高齢者・障害者対応等の分野における標準化、e)製品の安全

確保のための標準化、f)人間特性に係る技術的データ等の提供、g)立入検査等

及び国際機関による検査の立会い等を実施している。

同分野の事業の財源は、運営費交付金１,８２３百万円、自己収入等１０４百

万円となっている。なお、自己収入の大部分は受託収入である。

同分野の事業に要する費用は、１，９６８百万円で対前年度比２．６％の減

となった。なお、製品事故調査・原因究明に必要な人員及び設備機器等を多く

抱えており、費用の内訳において以下のとおり減価償却費及び人件費の割合が

大きくなっている。

オ 講習関係業務

講習関係業務では、電気工事士法に基づく講習関係業務及び特定ガス消費機

器の設置工事の監督に関する法律に基づく講習関係業務を実施している。

同業務の財源は、講習受講者からの受講料等で、同業務はすべて自己収入１，

８５２百万円によって賄われている。

同業務に要する費用は、１，２５６百万円で対前年度比８．４％の増となっ

た。

平成２１年度は１，８５２百万円の収益を計上しているが、これは、電気工

事士法に基づき有資格者が５年毎受講することとなっており、受講者数に５年

毎の変動サイクルがあり、本年度は受講者数の最も多い年に当たっているため

であり、５年間トータルでの損益はほぼ均衡する見込みである。

1,448

百万円

74%

148百万円

7%

371百万円

19%

経常費用（生活安全分野）

人件費 減価償却費 その他費用

計 1,968

百万円
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なお、費用の内訳は、その他費用が９３％を占めているが、これは主に外部

委託による費用である。

６６６６．．．．当該事業年度当該事業年度当該事業年度当該事業年度のののの業務業務業務業務のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

６６６６．．．．１１１１ 国民国民国民国民にににに対対対対してしてしてして提供提供提供提供するするするするサービスサービスサービスサービスそのそのそのその他他他他のののの業務業務業務業務のののの質質質質のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする目標目標目標目標をををを達成達成達成達成するするするする

ためためためため取取取取るべきるべきるべきるべき措置措置措置措置

Ａ．共通事項

１．戦略的な人材育成の推進

ナイト職員が、階層に応じた資質と各種専門能力を習得し、「広い視野」と「高い

適応能力」をもって質の高い業務を遂行するため、中長期的な視点に立った戦略的な

人材育成を推進した。

（１）研修、内部教育訓練等

【 キャリアパスの運用 】

・１９年度に設定したキャリアパスの１１の人材育成コースについて、２０年度に引き

続き２１年度も職員の希望調査を実施した。

・個々の希望調査結果は、中長期的な人材育成の観点から、次年度の研修等の受講及び

人員配置の策定の参考として活用した。また、中長期的にはナイトのビジョンの検討

に併せて、人材育成コース等の見直し検討を開始した。

【 職員研修 】

・２１年度職員研修計画に基づき、階層別、分野別等８０の研修を実施し、延べ６２７

名が受講した。

① 階層別職員研修

91百万円

7%

2百万円

0%

1,163

百万円

93%

経常費用（講習関係業務）

人件費 減価償却費 その他費用

計 1,256

百万円
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階層別の１４の研修に、延べ２２１名が受講した。

・新規職員研修：９名を対象として、職員としての基本的事項を中心とした研修を実施。

・中堅職員研修：・入所３～４年目職員を対象として、「タイムマネジメント研修」等

２研修を実施（延べ２５名受講）。

・主任級職員を対象として、「プロジェクト管理研修」等６研修を実

施（延べ９８名受講）。

・新任主査を対象として、チームリーダースキル向上のための研修を

実施（１０名受講）。

・管理職等研修：・管理職員候補となる新任専門官を対象として、マネジメント能力向

上のための研修を実施（９名受講）。

・新任管理職を対象として、問題解決スキル等マネジメント能力向上

のための研修を２回に渡って実施（延べ２７名受講）。

・管理職員を対象として、人事評価スキル向上のための研修を実施（４

３名受講）。

② 分野別研修

専門技術習得等のために、ナイト内外の５１の研修に延べ１３５名が受講した。

・ＪＮＬＡ技術研修、製品安全本部実務研修などナイト独自に１２の研修を企画し実施

した（延べ７７名受講）。

・バイオ政策研修、化学物質総合評価管理研修など各省庁、外部専門機関等が主催する

３６研修に参加した（延べ５５名受講）。

また、海外２機関への長期（６か月以上）の派遣研修に３名が参加。

③ その他の研修

その他１５の研修に、延べ２７１名が受講した。

・国際会議等に対応するための、マンツーマンによる高度な英語研修に１１名が受講。

・メンタルヘルスに対応する研修を実施し、管理職員５８名が受講。

・新規採用職員からの相談対応や早期自立を支援するメンター職員の研修に延べ１５名

が受講。

・個人情報管理に対応する研修を実施し、延べ１２８名が受講。

・その他、業務を行う上で求められる各種マネジメントスキル研修等に延べ５９名が受

講。

④ ナイト内部の教育訓練等

各分野で専門知識等を習得するための勉強会・研修会を延べ４２２回開催。

・企画管理分野：リスクマネジメント勉強会、所内職員業務広報発表会等。

・バイオテクノロジー分野：微細藻類の検査に関する実習、遺伝子組換体の取扱・培養

・保存についての実習等。

・化学物質管理分野：リスク評価勉強会、毒性ＱＳＡＲ勉強会等。

・適合性認定分野：認定研究会、審査員連絡会等。

・生活安全分野：Ｒ－Ｍａｐ分析手法初歩講座等。

⑤ チャレンジ課題の提案

自発的に問題意識を持ち前向きに取り組む人材の育成を目指し、年度当初の各職員
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の業績評価票作成時において減点対象としないチャレンジ課題の提案・設定を推奨し

た。その結果、対象職員（５Ｇ以下）の約半数に相当する１０８件の提案がありそれ

ぞれ実行された。

⑥ 組織にとって有用な自己研鑽研修への支援

大学院等が土日を中心に実施する社会人向け講座を職員が自発的、意欲的に受講し、

かつ、その内容が組織にとって有用な場合は、学費及び旅費を支給する制度を設け支

援することとした。

（２）戦略的人材育成

① 人事交流

人材の育成及び活用、ナイトの組織運営の活性化を図るため、以下の組織と人事交

流を行った。

・経済産業省：出向１３名、受入７名

・関係機関（新エネルギー・産業技術総合開発機構）：出向１名

・関係機関（産業技術総合研究所）：受入１名

・厚生労働省国立食品医薬品衛生研究所：受入（併任）５名

② 国際会議等への参加

若手職員に、国際会議での発表、意見交換、海外調査等を通じた実務経験を積ませ、

ナイト職員としての資質を高めるため、３０代以下の職員延べ１５名を積極的に参加

させた。

・国際会議への出席：インドネシア微生物学会、ＯＥＣＤ第４４回化学品合同会合、国

際計量標準シンポジウム等

・海外機関への調査：微生物探索共同事業(ベトナム・モンゴル)、ＣＰＳＣ（米国消費

者製品安全委員会）、基準認証制度インフラ・能力強化プロジェクト詳細計画策定調

査（ＪＩＣＡ調査）等

③ 外部専門家の人材登用

・社会・行政ニーズの変化に対応した業務の高度化を図るため、専門能力を有する人材

１１名を選考採用し、即戦力として活用した（バイオ分野６名、化学分野２名、適合

性認定分野２名、企画管理分野１名）。

・ナイト内の人材育成では得られない高度の専門性や多様な経験を有する専門家１３名

を採用（非常勤職員）した（化学分野４名、生活安全分野９名）。

・このような人材登用を通じ、保有する専門技術に関する人材育成及び組織の活性化を

図った。

２．戦略的な広報の実施

プレス発表の効果を高めることを目的に、報道関係者を対象としナイトの技術的・専

門的な業務内容を解説する場として「ＮＩＴＥ懇話会」を開催した（５回、延べ２４社

４１名の記者が出席）。また、製品安全センターにおいては、６月から概ね月１回の頻

度でプレス発表を実施した（７件（６回））。さらに、広報の実施に際しては、広報コ

ストの節減にも努めつつ、効率的に以下の広報活動を展開した。
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（１）広報活動・営業活動の推進

① 生活安全分野

・製品安全センターの組織及び名称変更と消費者庁発足に伴い製品安全パンフレットを

２度改訂し、全国の消費生活センター等へ配布した。

・消費生活センター、消防機関、工業会等の要請に応じて講師を派遣（１９７件）。

・生活・安全ジャーナル第８号を作成し、ナイトホームページ上で公開した。

② 適合性認定分野

・計量法施行規則第９０条の２ただし書きに基づく告示の改正では、新しいニーズに対

応した区分の追加や、複数基本量を組み合わせた校正方法が取り入れられ、ＪＣＳＳ

登録・認定校正対象の拡大が図られた。この変更点の周知のため、ＪＣＳＳ説明会を

東京及び大阪で開催した。

・ＪＮＬＡ試験成績書の活用状況や製品認証に関する業界動向を調査し、試験所認定制

度に前向きな業界に対し、試験所認定制度の講演を行った。（光触媒工業会 平成２

１年度第２回技術研究会）

・各種、雑誌、新聞への投稿等を実施した。

③ 化学物質管理分野

･ 自治体職員向けＰＲＴＲデータ活用セミナー、経済産業省主催の自治体職員向け化学

物質総合評価管理研修、自治体・事業者向け化学物質管理セミナーキャラバンや自治

体からの個別講演依頼に応じて、職員を講師派遣（４８件）し、ホームページから提

供している情報やツールの利用普及を図った。

また、日本リスク研究学会、日本水環境学会、日本トキシコロジー学会で、セミナ

ー、企画セッションを主催し、化学物質管理センターの成果の普及を図った。

④ バイオテクノロジー分野

・バイオテクノロジー本部内に広報・営業チームを設置し、効果的な広報活動をするた

め検討を行い、営業要素の強いパンフレットの作成やサービス内容を記載した名刺等

を作成し、広報に活用した。

・国内のバイオ産業団体、各地域のバイオクラスター、大学、研究所等との連携を図り

つつ、イベントや学会での発表・展示やインターネット、雑誌、新聞等のメディアを

利用しての広報活動を行い、ナイトが保有する生物遺伝資源に関する様々な情報の利

活用を促進した。

（２）成果発表会の開催、展示会等への参加

① 生活安全分野

・業務報告会を東京（３２１人参加）と大阪（２１２人参加）で開催し、業務内容の結

果を関係機関・企業等に直接情報提供し、関係機関等との連携を深めた。

・毎月経済産業省が主催する「製品安全点検日セミナー」にナイト職員を派遣し、パネ

ルや事故品等の展示説明を行い、積極的な啓発活動を行った。

・１１月、経済産業省と共催で「製品安全総点検セミナー」を開催した。

② 適合性認定分野
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・ＪＩＭＡ２００９総合検査機器展、第９回計量計測総合展、計測標準フォーラム第７

回合同講演会、計測展２００９ＴＯＫＹＯに出展。

また、計測展２００９ＴＯＫＹＯの無料セミナーにおいて、ＪＣＳＳの広がりをテ

ーマに講演を行った。

その他、２００９分析展でＪＣＳＳ標準物質に特化した広報活動をＮＭＩＪ、ＣＥ

ＲＩと合同で行った。

・ＮＭＩＪと共同で、ＥＵＲＡＭＥＴ発行「Ｍｅｔｒｏｌｏｇｙ－ｉｎ ｓｈｏｒｔ

３ｒｄ」の翻訳を行い、「計量学－早わかり第３版」としてホームページにアップし、

広く情報提供を行った。

③ 化学物質管理分野

・成果発表会（参加者３７２名）を職員発表、専門家による特別講演、ポスターセッシ

ョン、ＣＨＲＩＰなどのミニセミナー等の構成により開催した。多数の来場者に成果

を報告し、個別業務に関する意見を交換した。

・ＥＣＯ－Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ ２００９、エコプロダクツ２００９等３件の展示

会に出展した。エコプロダクツ２００９展は、ポスター等に加えて、大気中濃度マッ

プ、リスク評価体験ツール、ＣＨＲＩＰ等のホームページで展開するシステム等につ

いて、１０分間程度で職員がプレゼンテーションを行うように展示方法を工夫した。

また、横浜市主催の消費者向け展示会では、初めて製品安全センターと共同出展した。

④ バイオテクノロジー分野

・バイオテクノロジー本部主催のものとして、１１月に成果報告会（ＮＩＴＥ微生物資

源セミナー）を実施した。本報告会ではナイトのゲノム解析の成果を公表するととも

に産業利用等に用いられるゲノム解析について内部外部講師による講演とポスター発

表を行った。マスコミ２名を含む５４名の参加があった。

・外部機関主催の展示会としては、環境バイオテクノロジー学会、乳酸菌学会、防菌防

黴学会、土壌肥料学会などの学会への出展及び学会誌での広告掲載を行った。バイオ

関連企業や団体の総合的な展示会であるバイオジャパンへの出展を行い、バイオテク

ノロジー本部のサービスのＰＲを行った。

（３）マスコミを通じた積極的な情報発信

① 生活安全分野

・プレスリリースによる事故防止のための注意喚起を「ブラウン管テレビ」、「ＩＨこ

んろ・ガスこんろ」、「ストロー付きペットボトルキャップ」、「調理中の沸騰」、「自

転車」、「低温やけど」、「暖房器具」、「電源コードの断線」、「カセットこんろ」、「身

・守りハンドブック２０１０の発行」、「家電製品の発火事故原因究明マニュアル２

０１０の発行」について、１１件（９回）行った。

・マスメディアからの事故内容、事故件数等の問い合わせ及び再現実験映像の提供依頼

について、８７件対応した。

・上記の結果、新聞掲載８０回（５大紙５２回）、テレビ報道１１８回（全国放送１０

４回）取り上げられた。

・「消費生活用製品の経年劣化：製品事故動向分析から見えてくるもの」をテーマにＮ
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ＩＴＥ懇話会を開催。

② 適合性認定分野

・リチウムイオン電池の対韓国輸出に日本の試験機関の活用が可能になり、認定センタ

ー（ＩＡＪａｐａｎ）が、国内第１号の事業者を認定したことをプレス発表した。

③ 化学物質管理分野

・ＣＭＣレターと「化学物質と上手に付き合うために・・・－化学物質のリスク評価－」

をマスコミに配布し、化学物質の安全性への関心の向上を図った。

・「環境と化学物質の問題～化学物質に関する疑問に答える～」をテーマに「ＮＩＴＥ

懇話会」を開催した。

④ バイオテクノロジー分野

・「ＮＩＴＥ懇話会」を含む５件のプレスリリースを行い、ＴＶ７番組、新聞２４報に

掲載された。

・専門誌で２３報の研究成果を発表し、４７件の学会発表（口頭１９件、ポスター２８

件）を行った。

・「新型インフルエンザ：ゲノム解析データの勘所」、「生物多様性条約とＮＩＴＥの生

物遺伝資源確保の取り組み」及び「ＮＩＴＥの海外微生物資源へのアクセスの取り組

みと産業有用微生物の保存提供施設見学会」をテーマに「ＮＩＴＥ懇話会」を開催。

（４）ナイトの業務全体の理解浸透、支持者・支援者の拡大

① 生活安全分野

・主婦連講座「知の市場」を東京（５２人参加）と大阪(１９人参加）で開講し、製品

安全の知識普及に貢献した。

・事故防止のための啓発リーフレット「夏の事故」及び「冬の事故」を作成し、ホーム

ページ上で公表すると共に全国の消費生活センター等へ配布した。

② 適合性認定分野

・ナイト審査員研修にＪＡＣメンバーの受講者を受け入れ、ＪＡＣ活動に貢献した。

・認定センターアドバイザー制度を立ち上げ、ホームページに対する問題点、わかりや

すさ等における改善提案をアドバイザーから報告いただいた。この結果をホームペー

ジに反映し、ホームページを充実させることができた。

・ＪＡＣ及び登録認定事業者を対象に有料セミナー「ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５」を開

催し、３７名の参加者にセミナーを実施した。

③ 化学物質管理分野

・一般国民向け用に作成したサイト「化学物質と上手に付き合うには」についてをユー

ザニーズ（字の大きさ、情報量の多さ、表現の難解さ等）を踏まえた見直しを行い、

さらに、中学生の評価を加えてリニューアルを行った。

・小冊子「化学物質と上手に付き合うために・・・－化学物質のリスク評価－」をリニ

ューアルし、わが国ではじめて、リスク評価に関する児童・生徒向きの資料として、

自治体等に配布。マスメディアにも積極的に働きかけ、日刊紙を含め２社で報道され

た。

④ バイオテクノロジー分野
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・地元新聞社の他、木更津市役所等でも見学会等イベントやトピックスについて情報を

発信してもらえるような体制を整えた。

・「かずさの森の微生物教室」開催；地元地域の小学生を対象にかずさ地区にて微生物

教室を開催した。地元の小学生２１人が参加（保護者等を含めると計４５名）し、新

千葉新聞等地元３紙の記者が取材に訪れ、３紙すべてに本件の記事が掲載された。

・相手の要望に合わせた適切な見学対応を実施した。２１年度かずさ地区の見学者数５

３０名、本所見学者数２９名。

３．マネジメントの改善

（１）企画管理機能の強化

①リスク管理

・実効性あるリスク管理が各課室の日常業務で定着することを目的に、２１年度業務管

理シートに業務リスク及びそれらの対応を記載した。また、リスク管理委員会を開催

し、組織全体のリスクについて、共通認識を図るとともに、各部門のリスク管理の対

応状況を報告し、情報共有を行った。

・講習事業関係書類の廃棄処理過程における一部不適切な処理に対して、ホームページ

上で対外公表し、第三者委員会を計４回開催し、報告を受けた後、経済産業省に改善

措置を報告した。

・個人情報保護基礎研修（２回）と個人情報保護実施者研修（２回）を開催した。

・ナイト職員を対象としてリスクマネージメント勉強会を４回開催し、ナイト職員のリ

スク管理に対する意識の向上を図った。

②内部統制

・内部統制の強化の観点から、個人情報保護、情報セキュリティ等情報管理全般につい

て見直しを行い、全所的に対応するため「個人情報保護管理規程ガイドライン」、「情

報管理ガイドライン」を策定し、各職員に周知徹底を行った。

・２１年１１月に開催された総務省内部統制研究会のヒアリングにおいて、ナイトにお

ける内部統制の取組みを報告。２１年１１月に総務省が公表した独立行政法人２０年

度２次評価結果において、内部統制に顕著な取組みを行っている独法の推奨事例とし

て取り上げられた。

（２）目標管理制度による効果的な業務運営、職務行動評価制度の導入等

①目標管理制度

・職員の自主性、自発性を高め、効率的かつ着実に業務を進めるため、幹部レベル、課

長レベル、若手レベルの検討会を行いつつ、長期ビジョンの骨子をとりまとめ、概要

版を作成。同時に、第３期を見据えた目標・計画の検討を開始した。

・業務目標、年度実績等について各部門等の理事長ヒアリングを計３回行い、２２年度

予算編成方針をとりまとめるなど経営方針に反映するとともに、有識者等による会合、

幹部レベル、課長レベル、若手レベルの検討会、各部門等と理事長との意見交換会を

計２２回開催し、第３期の検討を進めた。

②職務行動評価
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・人事評価制度を充実するため、職務行動評価（能力評価）制度については、２０年度

の本格試行結果を分析するともに職員アンケート調査を実施して多方面から検討を加

え、適切な人材マネジメントを行うため、制度を導入した。

・関係規程類（人事評価要領、マニュアル等）を改正するとともに、全職員を対象とし

た説明会を開催し、本制度の周知・徹底を行った。

③５Ｓ活動の推進

・継続的な業務改善を進めつつ、効果的な組織活動が行えるよう職場環境の改善、コミ

ュニケーションの活発化、挨拶運動等を推進するとともに、更なる意識の向上と活動

拡大の動機付けのため５Ｓセミナーを開催した。

（３）アウトカム評価の活用による成果の普及

① バイオテクノロジー分野

アウトカム調査として、アンケート１，２９０件（回答数４５４件）、ヒアリング

４０件の調査を行った。ＮＢＲＣが生物遺伝資源機関として国内で最も良く利用され

ていることがわかった。調査で得られた要望に基づいて、ホームページにおける菌株

情報の提供方法の改善（保存菌株のアルファベット順リスト、ＢＳＬレベル・植物許

可番号・基準株の表示の明確化）、冊子カタログの発行を行った。また要望のあった

乳酸菌株について収集を行い、タイ原産の４８株などを公開した。

② 化学物質管理分野

２０年度のアウトカム調査の結果を踏まえ、前年に引き続き、ＰＲＴＲデータ活用

セミナーを開催し、ホームページからの公開情報である大気濃度マップ及び簡易リス

ク評価体験ツールの活用によるリスク評価の実習、提案を行い、自治体における化学

物質のリスク管理の導入啓発に努めた。あわせて、自治体等が主催する講演や研修等

へ講師を派遣し、事業者及び自治体にＰＲＴＲデータに基づくリスクコミュニケーシ

ョンのあり方に関する情報提供を行った。また、一般国民向けの化学物質管理に関す

る小冊子として作成した「化学物質と上手に付き合うために・・・－化学物質のリス

ク評価－」が広報活動を通じて新聞紙上に掲載され、新聞を見たＮＰＯ法人、市民団

体、個人等の問い合わせに応じてこれを配布し、一般国民に対して化学物質のリスク

に対する普及啓発を図った（平成２２年１月～３月で約３２０件の問い合わせ、約１，

０００冊を配布）。

③ 適合性認定分野

１８、１９年度のＪＣＳＳ制度、ＪＮＬＡ制度に続き、ＭＬＡＰ制度の社会での使

用度、貢献度を確認することを目的として、アンケート調査、ヒアリング調査を実施

して指標データの収集を行い、また、その分析結果から制度の課題をより明確にする

ことにより今後の改善が可能かどうかを見極め、効果的な今後の運営に資するための

調査を実施した（アンケート２００件、ヒアリング６件）。調査結果を踏まえて、Ｍ

ＬＡＰ認定基準の国際基準整合化が認定のエンドユーザーからも望まれているという

課題が認められた。これに対して、経済産業省と調整を図りつつＭＬＡＰ認定基準の

国際基準整合化に向けての作業（必要となる文書案の作成等）を開始した。

④ 生活安全分野



- 31 -

Ｅメールマガジン「製品安全情報マガジン（ＰＳマガジン）」の読者に対し、イン

ターネットアンケート調査を実施して、このツールの国民生活への寄与度を把握し、

また、今後のより効果的な情報発信に反映させるべく改善すべき点の洗い出しを行っ

た。アンケートの結果、事故情報の関係するリンク先を表示してほしいとの要望があ

り、事故情報源のリンク先を貼り付けることとした。

Ｂ．バイオテクノロジー分野

１．生物遺伝資源に係る情報等の提供業務

（１）生物遺伝資源の戦略的収集・保存・提供

国際レベルのＢＲＣ（生物遺伝資源機関）として、研究機関や産業上有用な微生

物の生物遺伝資源を戦略的に収集し、継続的に保存・提供するため、以下の業務を

実施。

① 有用機能等の探索源となる微生物の収集・保存・提供

【アジア各国・国内での微生物探索】

アジア３か国と二国間による微生物探索プロジェクトを実施。国内外（特にアジア

地域）の様々な環境から有用機能等の探索源となる微生物（大量提供用株）を１０，

４４７株収集保存。（第二期累計：２６，５９０株）

《ベトナム》

・高温菌を含むセルラーゼ生産菌スクリーニングを行った。

・北部のバーベイ国立公園及びクックフォン国立公園において採集した試料から、合

計１１８株（いずれも糸状菌）を分離・選択し、日本へ移転し保存した。なお、微

生物探索には、日本企業との合同探索を行った。

《モンゴル》

・中北部フブスグル県及び西部オブス県において採集した試料から、合計３６２株（酵

母１１２株、細菌２５０株）を分離・選択し、日本へ移転し保存した。なお、微生

物探索には、日本企業との合同探索を行った。

《ブルネイ》

・中部のラビ地区（ランパイオとスンガイ・リアン）および首都近郊のベラカス公園

において採集した土壌・落葉・海棲生物などの試料から、糸状菌、放線菌、細菌を

分離・選択し、日本へ移転した。

《国内》

・木更津市内、高尾山などにおいて採集した土壌等の試料から、合計５６１株（放線

菌４７０株、酵母８株、細菌８３株）を分離・選択し保存した。

・外部機関から譲渡された菌株のうち９、４０６株（糸状菌５，８１１株、放線菌３，

３２６株、酵母１５１株、細菌１１８株）の整理・保存作業を終了した。

【大量提供用株の提供】

・CBD（生物多様性条約）を遵守した契約により国内企業及び大学に新規２５２株を含

む１０，８６８株を提供中。
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【培養ブロスによる提供】

・２０年度に引き続きJBIC（化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発）か

らの依頼を受け、糸状菌９６０株、放線菌１，９２０株等の総計２，８８０株を複

数の培地を用いて培養し、５，７６０ブロスを提供した。

② 他機関の研究成果である微生物の収集・保存・提供

・国内外から微生物株１，８４４株を収集し、品質確認し、保存した。（第２期累計：

８，３５５株、ＮＢＲＣ株累計：２５，２０９株）

・微生物の分譲株数は、８，３２０株であった。

③ ＤＮＡクローンの収集・保存・提供

・ゲノム解析株のＤＮＡクローンを１７，１４７個収集すると共に、提供用ゲノムＤＮ

Ａ の種類を１０種類増加した。（第２期累計：ＤＮＡクローン８９，０２２個、ゲ

ノムＤＮＡ２８種類）

・微生物ＤＮＡクローン、ヒトｃＤＮＡクローン、ヒトＧａｔｅｗａｙクローンの合計

提供数は、４６２個、ゲノムＤＮＡの分譲数は３４個であった。

④ 生物遺伝資源の提供体制強化と利用促進

・生物遺伝資源の国際的水準の品質を確保するため、１８年度に生物遺伝資源部門で認

証を取得した。ＩＳＯ９００１によるマネジメントを実施。

マネジメントレビュー（４回／年）、顧客満足度調査（アンケートを実施）、ゲノム情報を

活用した品質管理、ユーザーからの問い合わせに対する丁寧な指導・回答（１，５００件以

上）。

平成２１年１０月に更新審査及び２００８年度版への移行審査を受けた結果、指摘

事項はなく、継続及び移行が認められた。

・年度内の冊子体カタログ発行のため、公開株のデータチェックとカタログの編集作業

を行った。

・生物遺伝資源の利用を促進するための普及・啓発活動として、微生物変移原性試験研

究会（ＢＭＳ）に協力し、Ａｍｅｓ試験（復帰突然変異試験）の試験方法および試験

検定菌の取扱いについての講習会へ講師を派遣した。

・各課から人員を集結して利用促進に係るチームを立ち上げ、営業を目的としたパンフ

レットやチラシの作成、及びそれらのイベントや学会等での配布、ＰＲを行うことに

よる認知機会を増やし利用促進を図った。

（２）国内及びアジア諸国との生物遺伝資源機関ネットワークの構築

① 国内生物遺伝資源機関とのネットワークの構築

・日本微生物資源学会（ＪＣＳＳ）参加２３機関中、ナイトを含め４機関のＪＣＳＳ統

合オンラインカタログのデータ更新を行い、公開継続中。千葉大学など新たな３機関

から病原性微生物株１５，１１６株のデータの提供を受け、公開に向けデータ整備を

実施した。新規データを合わせると、公開微生物の総数は５８，５１８株となる。

②アジア諸国との生物遺伝資源機関（ＢＲＣ）ネットワークの運用

・１９年度に公開した日・中・韓・タイによるアジア統合データベース（ＡＢＲＣＮ）

を着実に運用した。現在は、ＮＢＲＣ株１３，１１３株に加え、ＣＧＭＣＣ（中国
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９，９５８株）、ＫＣＴＣ（韓国 ５，４６６株）、ＢＣＣ（タイ １，０８８株）

の検索が可能となっている。

・１１月にベトナムハノイ市で開催された第６回アジアコンソーシアム（ＡＣＭ）会合

に参加し、データ管理タスクフォース会合を開催して参加機関の現状把握と問題点の

収集を行い、今後の展開について協議した。

・人材育成タスクフォースのための情報交換と議論促進のため、各国からの代表による

グループをつくり、ＡＣＭの人材育成トレーニングコース実施のための助成やテーマ

について各国の情報を収集している。

・中国・韓国・タイの機関と積極的に微生物資源の交換を実施し、相互補完を進めてい

る。

③ ＧＢＲＣＮ枠組み構築への貢献

・生物遺伝資源機関ネットワーク（ＧＢＲＣＮ）実証プログラムに参加し、同プログラ

ムの認定制度の検証を着実に実施した。

④ データベース等の充実と情報等の利用促進

・カタログ第１版以降新たに保存された微生物菌株のデータを最新の情報に更新し、３，

７５８株を追加した第２版を３月に出版した。

・解析されたシーケンス情報をデータベースに追加し整備・充実を行った。シーケンス

情報の登録数は８，６１０で、内訳は糸状菌７，４３１、細菌２８２、酵母７７８、

古細菌２３、藻類９６である。

・国内のバイオ産業団体、各地域のバイオクラスター、大学、研究所等との連携を図り

つつ、イベントや学会での発表・展示やインターネット、雑誌、新聞等のメディアを

利用しての広報活動を行い、ナイトが保有する生物遺伝資源の種類や性質、提供して

いるサービス等様々な情報の利活用を促進した。

・各課から人員を集結して利用促進に係るチームを立ち上げ、営業目的としたパンフレ

ットやチラシの作成、およびそれらのイベントや学会等での配布、ＰＲを行うことに

よる認知機会を増やし利用促進を図った。

・ナイトの生物遺伝資源の保存方法、培養方法等利活用に関する様々な情報を利用者に

提供するため、メールマガジンの隔月での配信を開始した。

（３）ゲノム解析等基本的機能の充実と社会的貢献

【ナイトが保有する微生物株のゲノム解析】

生物遺伝資源に関する情報を整備し、付加価値を高めて利活用を促進するため、ナ

イトが保有する微生物株の中から、分類上の基幹となるもの（ａ.系統分類上の基準

となる株、ｂ.潜在的な利用価値の高い分類群の標準株）を選定し、大学、企業等の

共同事業先等と協力し、ゲノム解析（塩基配列の決定、遺伝子領域・機能の推定、遺

伝子の発現解析等）及びそれらの情報整備を行った。

・塩基配列の決定は、共同事業により解析を行ってきた高温エタノール発酵酵母、ホモ

発酵火落ち乳酸菌等ＮＢＲＣ株７菌について塩基配列決定を完了した。

・遺伝子領域・機能の推定は、新門代表種として新規耐熱性酵素の産業利用が期待され

る新門菌、強力な酵素生産能を有しバイオマス分野での活用など、幅広い分野での応
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用が期待される好アルカリ性キシラン分解細菌、医薬品への応用が注目されるカイメ

ン由来の新規海洋性細菌、そして古来から食品への利用経験のあるスピルリナと呼ば

れるグループの代表的ならん藻の４菌の遺伝子領域・機能の推定を完了した。

・遺伝子の発現解析については、ＮＢＲＣ保存株について、バイオエタノール生産の糖

供給研究を加速化する、糖化能を向上したセルラーゼの探索を実施した。バイオマス

エネルギー先導技術開発において、「新規糖化酵素や新規因子の評価・選抜・探索と

遺伝子の収集」として約４０株のバイオマス分解関連酵素の部分配列を取得し、天然

酵素系の存在を確認するなど、酵素糖化・効率的発酵に資する基盤研究に貢献した。

・ゲノム解析情報の整備としては、磁性細菌、酢酸菌、難分解物質を分解する性質を持

つ好熱性硫黄細菌、メタン生成古細菌、食用ラン藻等６菌のデータ公開を行った。産

業用磁性素材の開発、安全性の高い医薬品や食品添加物、農薬等の化合物の分解など、

各菌株の特徴的な性質を動かすメカニズムの把握につながり、今後の研究開発と産業

利用が期待される。

【社会的・政策的に価値の高い微生物のゲノム解析】

・新型インフルエンザウイルスについて、１８３株の解析を迅速に実施し、系統解析、

薬剤耐性変異・強毒化変異の有無について解析し、新型インフルエンザの監視に役立

てられた。

・感染研から提供された０８／０９シーズンのヒトインフルエンザウイルス分離株４９

３株の遺伝子について塩基配列解析を行い、その配列データを取りまとめた。

・これらの成果は、ＷＨＯのインフルエンザワクチン選定会議や、インフルエンザ薬耐

性株サーベイランスネットワーク会議へ資料として提供され、流行株の正確な予測や

薬剤耐性株の監視体制の強化などに役立った。

（４）海外資源国との二国間協力体制の構築

【二国間協力における共同事業の実施】

アジア６か国と二国間による微生物探索プロジェクトを実施。

これらの利益配分の一貫として各国にてワークショップを開催し、海外資源国との

連携を強化した。

なお、生物遺伝資源の収集実績等微生物探索プロジェクトの事業成果は、Ｂ．１．

（１）①有用機能等の探索源となる微生物の収集・保存の提供に前掲した。

《ベトナム》

・微生物の分類学、生態学に関する技術協力に加え、２０年度に引き続きベトナム側

の要望を受け、バイオマスに活用できる微生物（糸状菌・放線菌）の探索を実施し

た。

・１～２月にかけてベトナム微生物探索プロジェクトのメンバー２名を招へいしてナ

イトで共同研究を実施した。

《モンゴル》

・日本企業の要望により各種乳製品から微生物を収集する等、企業による食経験のあ

る乳酸菌と酵母の収集活動を強化した。

・１～２月にかけてプロジェクトのメンバー１名を招へいするとともに、微生物の同
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定に関する能力構築を行った。

《インドネシア》

・ＢＲＣ型ＭＯＵ締結に向け調整中。

・ＪＩＣＡの制度を活用して、インドネシア科学院（ＬＩＰＩ）生物科学研究センタ

ーから１名の職員を受け入れ、研修を行った。また、ＪＩＣＡからの集団研修で８

名を５日間受け入れ、微生物の保存方法、分類同定方法などについて実習と講義を

行った。

《タイ》

・タイ国遺伝子工学バイオテクノロジーセンター（ＢＩＯＴＥＣ）との間で結ばれた

「生物遺伝資源の保全と持続的利用に関する包括的覚書」（ＭＯＵ）及び「共同研

究事業に関するプロジェクト合意書（ＰＡ－１、ＰＡ－２）に基づき、微生物の分

類及び利用に関する共同研究を着実に実施した。１２月にはバイオテクノロジー本

部（かずさ）において中間報告会を実施し、進捗と今後の計画について協議した。

《中国》

・中国とのＭＯＵの締結。２００５年締結のＭＯＵをさらに３年延長することに合意

した。

《韓国》

・韓国の主要なカルチャーコレクションのひとつであるＫＡＣＣと共同研究（韓国で

分離された未同定微生物株の分類学的研究、微生物分類手法の開発、微生物株の双

方のコレクションへの保存）を開始した。

【新たな二国間協力体制の構築】

・ブルネイ王国産業一次資源省（ＭＩＰＲ）との間でボルネオの熱帯雨林の微生物探

索と利用に関する「微生物資源の保全と持続可能な利用に関する」共同研究契約（Ｐ

Ａ）を１２月に締結した。

【ＡＣＭ－６の開催】

・第６回ＡＣＭ（アジアコンソーシアム）を１１月にベトナムと共に開催。微生物移

動管理「ＭＭＴ」に関するタスクフォース案については全体で合意され、ＡＣＭガ

イドラインを国際学会等で発表することが提案された。人材育成タスクフォースで

はトレーニングコース実施に向けたメールベースでの検討チームが発足した。（再

掲）

【生物多様性条約締約国会議（ＣＯＰ）への対応】

・ＡＢＳワーキング会合の第７回から第９回会合に参加し、特に国際的制度（ＩＲ）

に関する議論の動向とＥＵ提案について情報を収集した。

・ナイト内においてＣＯＰ１０対応のための検討会を開催し、ＣＯＰ１０においてナ

イトをアピールする方策を議論。ＣＯＰ１０開催時にサイドイベントを開催するこ

ととした。また、同時期に第７回ＡＣＭを開催することとした。

（５）特許微生物寄託業務

特許微生物の有効利用のため、特許法施行規則及びブダペスト条約に基づく寄託機

関として、生物遺伝資源機関としての機能との連携を図りつつ、産業界のニーズを踏
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まえた、寄託者にとって信頼性と利便性の高い業務体制を構築し、微生物の特許寄託

業務を的確に実施した。

【特許微生物の寄託等事業の実施】

・２０年度に引き続き、ナイトの知名度向上、特許寄託制度への理解を深めること及

び新規ユーザーの獲得を目的に学会、イベントへの参加、企業、大学等への出張説

明（企業１３、大学２３、その他９）等の広報活動を積極的に行った。

・２３３件（前年度から１３件増）を受領した。

・２０年度に寄託を受けた微生物は、天災等での死滅、消失を回避するため、東北支

所へのバックアップ保管を行った。

【業務規程の改正】

平成２１年３月に「日本国における国際寄託当局が行う特許手続上の微生物の寄

託の国際的承認に関するブダペスト条約に基づく微生物の寄託等に関する実施要綱」

及び「特許微生物寄託当事業実施要綱」が改正され、７月に施行されたことを受け

て、業務規程の改正を行った。

※主な改正点

・寄託しようとする微生物について必要な情報提供を寄託者に要求することを許容

する条項を追加

・安全確認のために必要な場合は、寄託申請及び保管中の微生物の解析が可能とな

る条項を追加

・分譲した微生物の適切な使用を確認するために、分譲請求者に対し必要な情報提

供を求める事ができる条項を追加

２．遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタ

ヘナ担保法）関係業務

（１）カルタヘナ担保法に基づく立入検査業務

経済産業大臣からの指示に基づき、法令遵守状況の確認のための立入検査４件を実

施し、その結果を経済産業大臣に報告した。

（２）カルタヘナ担保法施行に係る調査業務

【遺伝子組換え生物の収去・検出技術の開発】

染色体に外来遺伝子が組み込まれた遺伝子組換え微生物の検出を新たな課題とし、

収去が想定されるケースの洗い出しと、必要とされる技術の整理を行った。検討結

果については、学識経験者により構成された「遺伝子組換え生物等収去・検出技術

検討委員会」（２回開催）において助言を得た後、必要な調査及び実験を実施した。

【カルタヘナ担保法に基づく大臣確認審査の支援業務】

・平成２１年７月から、経済産業省が所管する鉱工業利用分野における第二種使用等

の大臣確認申請における審査支援業務を開始した。３２７件の申請について事前の

技術的な確認を行った。

・申請までの流れや書類の作成の仕方を解説したマニュアルを経済産業省と連名で作

成し、ホームページで公開することにより申請者の負担軽減を図った。
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・過去の申請書類のデータベース化に着手した。

・遺伝子組換え生物等の第二種使用等のうち産業上の使用等に当たって執るべき拡散

防止措置等を定める省令別表第一号の規定に基づき経済産業省から提示されたＧＩ

ＬＳＰ遺伝子組換え微生物のリストについて、経済産業省からの依頼を受けて、リ

ストの改正業務を実施した。既存リスト２２０件及び新たに追加する候補７８件に

ついて、名称の確認と安全性評価を実施し、作業結果については、学識経験者によ

り構成された「ＧＩＬＳＰ告示原案作成委員会」（２回開催）において助言を得た

後、告示原案を作成し、経済産業省へ提出した。

Ｃ．化学物質管理分野

１．化学物質総合管理情報の整備・提供関係業務

（１）化学物質の有害性等の情報の整備提供

化学物質総合情報提供システム（ＣＨＲＩＰ注１）の整備を以下のとおり推進した。

老朽化したシステムの再構築を行い、ユーザーから要望の多かった検索速度アップ

などの改良を行い、利便性を向上させた。

業界団体や自治体主催の講習会などへの講師の派遣、展示会等での実演などにより

ＣＨＲＩＰの普及を図った。この結果、月平均約８２万ページ（年９８０万ページ）

のアクセスがあり、前年度比約２０％増となった。

また、新たな機能である個別リストのダウンロード件数は１０月からの６か月で約

９，２００件であった。

注１：「化学物質総合情報提供システム」の英語名称「Chemical Risk Information Platform」の略で、ナ

イトの登録商標。

① 第１期及び第２期の２０年度末までに収集整備した約５,４００物質の法規制情報や

有害性情報等について維持更新を行った。

② ２０年度に優先整備物質とした、約２００物質のうち２０年度に前倒し整備を行わ

なかった物質について構造式、物理化学性状、法規制情報などの整備を行ったほか、

２０年度までに整備済みの約３，６００物質について、リスク評価に必要な解離定数

及び土壌吸脱着係数の追加調査を行った。

また、１９年度に実施した製造・輸入量実態調査及び新たに化学物質管理法令の対

象となった物質等について調査を行い２２年度の優先整備リスト（約３００物質）を

策定した。

③ 用途情報約１４００件、経済産業省毒性試験結果１０件、ＧＨＳ情報約２９０件を

整備した。なお、ＧＨＳ情報に関しては、国の成果を公表するサイトを別途開設して

おり、厚生労働省、経済産業省からの成果を継続的に追加するなどの運用を行った。

④ 国際的に化学物質の有害性情報を共有するために検討が進められている、ＯＥＣＤ

が運営するＨＰＶグローバルポータルサイトであるｅＣｈｅｍＰｏｒｔａｌに２０年

度に引き続き我が国が保有する有害性データの提供を行うとともに、ＧＨＳ分類結果

（英語版）の提供を開始した。
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また、関連する運営会議に参加し、次期システムについての意見交換等を行った。

⑤ ６月及び２２年２月にパリで開催されたＯＥＣＤの第４４回、第４５回化学品合同

会合において、化学物質管理の専門家として、ナイト職員が出席し、国際的な化学物

質総合管理情報の情報収集、各国専門家との意見交換などを行った。

⑥ ＣＨＲＩＰの老朽化したハードウェアの更新と、それに併せたソフトウェアの全面

改修を行い、１０月１日に公開した。

ソフトウェアの全面改修に当たっては、ユーザーから要望の多かった検索速度のア

ップや、物理化学的性状からの検索機能の追加、法規制などの個別リストのダウンロ

ード機能の追加などの機能面の強化のほか、データベースの一本化により、利用のし

やすさの向上などを図った。

なお、２０年度のウェブアンケートで、要望の多かった操作性や検索速度の改善に

関するものは、改修前６か月で１４件（７０件中）であったが、１２月末までにはな

くなり、改善されたとの意見が１０月以降３件あった。

（２）化学物質のリスク等に係る相互理解のための情報の整備提供

① ナイトのアウトカム調査等を通じ、事業者のニーズやリスクコミュニケーションの

現状について把握するとともに、リスクコミュニケーションの国内事例調査を実施し

た。これらの結果を踏まえてナイトホームページ内コンテンツ「リスクコミュニケー

ション国内事例」の内容を最新の情報に更新したほか、リスク評価体験ツールについ

ては、最新のＰＲＴＲデータやＰＲＴＲ届出対象物質の改正を踏まえ、曝露や有害性

情報の見直しに着手した。また、これらのコンテンツとこれまでの化学物質管理セン

ターのリスクコミュニケーションに関する知見を踏まえ、事業者と自治体向けのリス

ク評価とリスクコミュニケーションに関するテキストを作成した。本テキストは、岐

阜県と当センターが共同で作成するリスコミマニュアルに活用した。

国民の化学物質管理に対する関心を醸成するため「身近な化学物質シリーズ」につ

いて、「家庭用防除剤」を追加するとともに、製品安全センターとの共同で「繊維製

品(仮称)」の案を作成した。

② 自治体職員向けの情報提供としてＰＲＴＲデータ活用セミナーを東京と大阪で開催

し、ナイトホームページから提供しているリスク評価体験ツール、大気中濃度マップ

などを活用した簡易なリスク評価手法の提案及び実習を実施し４３都県市が参加した

（２０年度は２８都県市）。また、自治体等が主催する講演や研修等への講師派遣を

合計３３回（２０年度は２５回）実施し、事業者及び自治体にＰＲＴＲデータに基づ

くリスクコミュニケーションのあり方に関する情報提供を行った。また、講演会、展

示会を通じて、パンフレット「化学物質のリスク評価について－よりよく理解するた

めに－」を配布（約５５００部）するなど、事業者向けにリスク評価に関する情報提

供を行った。

さらに、国民に向けた普及啓発として、化学物質のリスクに対する理解の醸成を図

るために、「化学物質と上手に付き合うために・・・－化学物質のリスク評価－」の

改訂を行うと共に、本冊子の展示会での配布、各都道府県等のＰＲＴＲ担当窓口、消

費生活センターなど約７００箇所に送付し、市民への情報提供を図った。
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２．化学物質のリスク評価・管理に係る業務

（１）化学物質のリスク評価等

①－１ 化学物質審査規制法（化審法）監視化学物質のリスク評価等

・監視化学物質のリスク評価手法に従い、製造輸入量又は国内出荷量が１ｔ以上の監視

化学物質５４４物質についてリスク評価を試行し、経済産業省に情報提供を行った。

また１６物質についてはより詳細な評価を行い、これら評価結果も踏まえてリスク評

価手法の改良を行った。

・改正化審法におけるリスク評価に向け、優先評価化学物質のリスク評価手法について、

２０年度に構築した監視化学物質のリスク評価手法を上記の改良も踏まえつつ改良

し、下記２．（２）②の排出係数一覧表とともに技術ガイダンスとしてとりまとめた。

・また、改正化審法での利用に向け、リスクに基づく優先評価化学物質の選定を行うた

めのスクリーニング評価手法について、必要情報を収集して所要の検証を行い、厚生

労働省、環境省、経済産業省の意見や監視化学物質のリスク評価手法との関連性を踏

まえ取りまとめた。

・ストックホルム条約対象物質（ＰＦＯＳ注２又はその塩）について、化審法による規制

の態様を決めるため、特定の用途についてリスク評価を行ってリスク評価書としてと

りまとめた。同評価書は国の委員会に提出され化審法による管理の判断に利用された。

注２：ペルフルオロ（オクタン－１－スルホン酸）の略称。

①－２ 化学物質排出把握管理促進法(化管法)対象物質のリスク評価等

化管法対象物質等１５０物質の初期リスク評価結果注３について、吸入暴露の再評価

を実施し、その結果について公表した。また、従来は推計データも含むＰＲＴＲデー

タに基づく大気濃度の推計値等を用いてリスク評価のフォローアップを行っていた

が、届出排出量によるリスクの増減を推定し、評価の見直しを行う物質の優先度を付

けることにより、１５０物質のフォローアップを効率的に実施した。

また、平成１９年度のＰＲＴＲ排出量を基に全国の大気中濃度の推計を行い、この

結果を地図表示し、大気中濃度マップとして公表した。

注３：１３年～１８年度にかけ化管法対象物質等１５０物質について行った初期リスク評価の結果。評

価結果は初期リスク評価書として取りまとめた。

② 化学物質関係のインターネット公開情報等（事故、海外規制情報など）を入手、整

理するととともに、関係する各種学会（日本リスク研究学会、日本内分泌攪乱化学物

質学会等）に参加して情報収集を行った。

なお、リスクが直ちに懸念されると判断された物質はなかったため、改めて暴露評

価、リスク評価等は行わなかった。

③ 監視化学物質のリスク評価や手法検討への利用のため、製造輸入量、用途等監視化

学物質に関する非公開情報等を更新、整備し、物化性状については追加を行うととも

に、新たに監視化学物質に指定された物質の情報を追加整備した。また、国が公表し

ている主要な環境モニタリング情報も併せ整備した。

これら情報は、データベースソフトの利用により整理、体系化を進めリスク評価等

に利用した。
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（２）リスク評価手法等の調査と手法開発

① 日本版用途分類一覧の作成

・環境媒体中への化学物質の排出量を推計するため、２０年度作成した化学物質の用途

分類一覧案について、経済産業省と連携して産業界に説明（約１５団体）し、得られ

た意見等に基づき改良を行って日本版の用途分類一覧を完成させた。

・同用途分類一覧は、改正化審法に基づく届出とそれを用いて行うスクリーニング評価、

リスク評価への利用のため、経済産業省のホームページから公表され、国内に周知さ

れた。

② 排出係数一覧表

環境媒体中への化学物質の排出量を推計するために必要な排出係数を①の用途分類

ごとに決定してリスク評価やスクリーニング評価に利用するため、２０年度作成した

排出係数一覧表をベースにして、新たなＰＲＴＲデータ等を用いて調整し、産業界に

説明（化学、電機、自動車等約６０団体）、意見等を集約して排出係数一覧表を改訂

した。

③ 直接暴露量予測に必要な情報基盤整備

・生活・行動パターン情報調査事業を実施し、インターネットを利用したアンケート調

査を行い、家電製品等の所有数や使用時間、ペンキ、ワックス等の使用状況等のデー

タを取得した。

・これらデータは、１９、２０年度に取得したデータと併せてクロス集計、多変量解析

等の解析を実施し、室内暴露、リスク評価に必要な基盤情報（暴露係数）として整備

した。

④ 改正化審法のリスク評価等への利用に向け、スクリーニング評価手法やリスク評価

手法について検討し、技術ガイダンス等としてとりまとめた（２．（１）①－１の一

部再掲）。

３．化学物質審査規制法関係業務

（１）化学物質審査規制法施行支援業務

① 新規化学物質の事前審査等

・新規化学物質の審査資料について分解性、蓄積性等試験データ等を精査し、３省合同

審議会関連資料等を作成・提出、審議会において説明等を実施した（３７６件）。

・分解性、蓄積性等試験データ等の精査について、届出事業者の事前ヒアリングを実施

した（３５９件）。

・新規化学物質の試験報告書等審査資料を受理し、３省及び審議会に先立って行われる

予備審査会の委員に適切に送付した。

・少量新規化学物質製造等申出書の内容確認（名称・構造式など）等を行った（２４，

７５９件）。

・中間物等の申出書類確認作業について、３０５件（修正案件１４件、変更案件８８件

含む。）確認し、３８，６４５項目の問題点を指摘した。また、中間物の確認作業の

効率化のために、中間物確認状況のＤＢを作成し、中間物等の申出内容及び年度実績
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等を更新しつつ、活用している。

・化審法に基づき提出された有害性情報報告についてデータ整理を行った（１４８件）。

・新規化学物質の審査等に関する技術的事項について、事業者からの問い合わせに対応

した（２９９件）。

・ＧＬＰ適合確認申請のあった試験施設について、書面審査、現地査察、報告書（案）

の作成等を行った。（４件）

・既存化学物質の分解性・濃縮性に関する安全性点検実施物質について、物質名称等の

精査を行った（４５件）。

・審査が終了した新規化学物質及び規制対象となった既存化学物質について、官報公示

名称原案を作成し、３省へ提出した（２６４件）。

※二監三監物質は物質単位でカウント（延べ数では２８１件）

・改正化審法による製造・輸入量の届出の施行準備として２０年度に実施したＭＩＴＩ

－ＣＡＳ番号の整合化確認のデータを経済産業省に提供し、パブリックコメントが行

われるとともに、提出された意見（提出意見組合せ約１１，０００件、うち重複除く

約５，０００件）についての正否について確認を実施。

２１年度 ２０年度 １９年度 １８年度 １７年度

①事前相談 299件 321件 589件 795件 913件

②事前ヒアリング 359件 461件 498件 395件 330件

③審議会資料作成等 376件 470件 447件 364件 299件

内、低生産量 154件 181件 147件 134件 194件

④官報公示 経済省 新規35件 新規138件 新規337件 新規182件 新規188件

名称原案 既存235件 既存 0件 既存 50件 既存 49件 既存 3件

作成 厚労省 新規27件 新規99件 新規194件 新規148件 新規196件

既存122件 既存 0件 既存 15件 既存 28件 既存 17件

環境省 新規28件 新規104件 新規191件 新規158件 新規 1 9 6件

既存235件 既存 0件 既存 50件 既存 47件 既存 41件

⑤官報公示 経済省 98件 0件 104件 104件 161件

名称案 厚労省 27件 99件 194件 148件 196件

作成 環境省 28件 104件 203件 158件 196件

⑥少量新規化学物質注４ 24,759件 22,405件 21,390件 19,954件 17,048件

⑦中間物等 305件 249件 228件 195件 187件

⑧既存化学物質の

安全性点検

分解性 23件 9件 31件 29件 24件

蓄積性 22件 12件 22件 26件 23件

（名称確認）

⑨有害性情報の報告 148件 120件 179件 49件 75件

⑩ＧＬＰ適合確認注５ 4件 3件 3件 5件 6件

注４：申出書の内容確認(名称、構造式等)を行った。



- 42 -

注５：Good Laboratory Practice、優良試験所基準。化学物質の各種安全性試験の信頼性を確保する手段とし

て、ＯＥＣＤにおいて１９８１年に採択された。化学物質審査規制法では、昭和５９年３月に導入し、

１２年３月に改正した。

② 監視化学物質の製造、用途、使用形態等の情報の整備を行い、経済産業省にそれら

の情報を提供した。製造・輸入量実態調査については、経済産業省に確報のための情

報を提供した。確報は、１２／１８に経済産業省のホームページに掲載され、各種化

学物質管理施策の資料（リスク評価、物質見直し等）として活用が図られている。

③ Ｊ－ＣＨＥＣＫ注６(英語版)について公開画面、検索機能、データ登録機能及びデー

タ管理機能を開発した。

分解性、蓄積性、生体毒性に係る既存点検試験報告書公開のため、報告書の修正等

を行うとともに、２１年度に届出された新規化学物質データ、中間物申出に係るデー

タ等を入力した。また、試験報告書等について適切に保管した。

注６：化審法に係る化学物質の安全性情報等を広く国民に発信するために作成したデータベース。

④ 化学物質の蓄積性を予測する手法として類似の化学物質構造のカテゴリーの考え方

について整理し、そのうちの「単純受動拡散カテゴリー」についての予測手法を構造

活性相関委員会（８月）で最終検討を行いとりまとめ、報告書をナイトホームページ

上で公開した（１０月）。さらに、本予測手法は、経済産業省により化学物質審議会

（１２月）に報告され、今までのＱＳＡＲ予測結果に加え、参考情報として提出して

いくこととなった。

次に「極性官能基を有する物質カテゴリー」についての定義や予測手法の検討を開

始し、構造活性相関委員会（１２月）において第一回目の検討を行った。

・化学物質審議会（１０回開催）の審査対象物質に対し、分解性及び蓄積性のＱＳＡＲ

による予測結果を審査参考資料としてまとめ提出すると共に、同審議会の中で資料の

説明を行った（合計：新規化学物質２０１物質、既存化学物質１９物質）。

・毒性試験報告書や毒性作用機序情報の収集・整理・解析を行うと共に毒性知識情報デ

ータベースや有害性評価支援システム統合プラットフォームの試作版の開発を行っ

た。また、外部有識者からなる研究開発推進委員会を２回開催し（５月、１月）研究

開発に反映した。その結果、プロジェクトの中間目標に定められた基準を満たしたシ

ステム（試作版）が２１年度末に完成した。中間評価分科会（８月）では、研究成果

について事業原簿の作成及びプレゼンテーションを行い、優良合格の評価を得た。

さらに、事業成果について、日本トキシコロジー学会学術年会におけるシンポジウ

ムの実施（７月）、論文発表（３報）、学会等での口頭発表又はポスター発表（１１

件）、業界等の学習会での講演(２件）により公表した。

・ＯＥＣＤのＱＳＡＲ会合（１０月）へ出席し、ＱＳＡＲ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ

Ｔｏｏｌｂｏｘの運用・管理の方針や次期バージョンの仕様に関する議論に参加し、

事業の概要説明及び成果を次期ＱＳＡＲ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｔｏｏｌｂｏｘ

に活用するための提案を行った。

⑤ 次の国際会議等を通じ、技術支援、情報収集等を行った。

・第１回及び第２回ＯＥＣＤ新規クリアリングハウス会合に専門家として出席し、国際

的な新規化学物質審査制度等に関する情報収集、各国専門家との意見交換などを行っ
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た。会合の対処方針案及び報告書案の経済産業省への提出に加えて、我が国で開催し

た第２回会合では会合ホストの協力を行った。

・ＭＡＮ・ＰＰにより化審法で届出可能性のある、４件の海外事業者への意見を経済産

業省へ提出、事業者及び関係政府機関との電話会議への参加など、３省と連携しつつ

対応した。

・ＯＥＣＤのＧＬＰ作業部会への対処方針（厚労省案）各省合議に対するコメント案を

作成し、経済産業省へ提出した。

⑥事業者による法令遵守が適切に行われるよう普及啓発を行った。

・新規化学物質の審査等に関する技術的事項について、事業者からの問い合わせへ対応

した（２９９件）。

・米国業界団体主催の講演会への講師派遣により化審法の普及を図った。

・「化審法実務提要（第一法規出版）」の編集を行った。

（２）立入検査等

経済産業大臣の指示を受けて、３省の担当官と共に、中間物／輸出専用／閉鎖系用途

の確認に係る事業所に対して立入検査を３４件実施した。その結果、１９７項目の問題

点を指摘し、経済産業省へ速やかに報告。この報告を踏まえ、経済産業省で問題点の対

処方針の検討・事業者への改善要求をし、立入検査後の法令遵守の向上が図られている。

また、立入検査に向けた検査対象事業者の申し出状況確認に中間物確認状況のＤＢを

活用している。

４．化学物質排出把握管理促進法関係業務

（１）化学物質排出把握管理促進法施行支援

① 化学物質排出把握管理促進法（化管法）に基づく届出の集計処理業務を以下のとお

り実施した。

・化学物質排出把握管理促進法における電子計算機システムの運用、維持・管理を行う

とともに、届け出られたデータについて、データの確認及び必要な電子化等を行いフ

ァイル記録システムに入力した。

・届出データを集計し、別途提供される裾切り推計及び非点源推計結果を併せ公表用デ

ータ等を作成した。

・２１年度の届出件数は、３９，４７２件（２０年度届出件数４０，７２５件）であっ

た。このうち、電子届出は、届出システム等の改良、電子届出の普及・啓発活動など

により、全体の約４６％（１７，９５３件）となり２０年度から約３％増加した。

・電子届出システム等については、２０年１１月２１日に化管法改正政令が公布され、

２３年度から改正政令に基づく届出が開始されることから、改正政令に対応した大幅

な改修に着手した。

・電子届出率が伸び悩んでおり、書面届出の処理作業の向上を図るために、２３年度の

届出に向けて届出書に係る省令が改正されることから、届出様式に２次元バーコード

（ＱＲコード）の採用を経済産業省に働きかけ、採用された。このため、２次元バー

コード（ＱＲコード）にも対応した届出書作成支援プログラムの開発に急遽取り組む
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こととした。

・２３年度から政令改正後の届出が開始され、届出数の増大が見込まれることから、届

出処理が円滑に実施できるようマニュアルの見直しを行った。

② 化管法に係る普及啓発、事業者の自主管理の支援等のため、以下のような取組を行

った。

１）問い合わせ対応、講師派遣による普及・啓発

事業者等からの問い合わせは１９９件であった。（２０年度は、２０１件であっ

た。）ＰＲＴＲ届出窓口の自治体担当者を対象にしたＰＲＴＲ活用セミナーなどの

講習会で、政令改正に伴う届出の注意点等に関する講師協力の表明や講習会開催の

打診などを行った結果、自治体が主催する法令改正に関する説明会が開催され、合

計２０件の講演会に講師を派遣した。

２）化管法関連情報のホームページを迅速に更新し、常に最新の情報を提供するよう

努めた。日本語版のアクセス数は、以下のとおり２０年度に比べて約２５％増加し

た。

２１年度 ２０年度 １９年度 １８年度 １７年度

日本語版 ２００ １６０ １４０ １６０ １３２

英語版 ９ １０ ８ ８ ８

（千ページ／月）

また、PRTR届出データの個別事業所データについて２０年度からは集計結果の公

表と同時に公表されたが、ＰＲＴＲ分析システム注７を閲覧者自身のコンピュータに

ダウンロードし、このプログラムを介さないと閲覧できないため、排出量マップと

連携してウェブページ上で簡単に見ることができるように平成２２年度当初から公

表するため排出量マップの改修を行った。

この改修と同時に大気中濃度マップ及びリスク評価体験ツールとの連携を強化す

ることにより、化学物質管理に対する理解増進を図った。

注７：ＰＲＴＲ届出データを閲覧、条件抽出等を行うためのプログラム

（２）化学物質排出把握管理促進法に関する情報の収集及び解析

① 国内外の情報収集整理

・ＰＲＴＲ対象物質取扱量実態調査

２０年度に引き続き、化管法に基づくＰＲＴＲ対象物質を取扱っている事業者を対

象とした取扱量等の実態調査を実施した。５０，０００事業者に調査票を送付し、約

２０，０００事業者から回答を得た。

また、本調査データは、従来から裾切り以下の事業者からの排出量の推計の基礎デ

ータとして活用されており、これまでは、ＰＲＴＲ届出対象事業者である２１人以上

の従業員数を対象にした調査データのみであったが、２１年度は、従業員数２０人以

下の事業者データも調査結果として提供することができたため、裾切り以下の事業者

の実態により近い状態での推計がなされ精度の向上が図られた。

・ＯＥＣＤＰＲＴＲタスクフォースへの対応

２１年度に開催予定となっていたＯＥＣＤタスクフォース会議（以下「ＴＦ」と略
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す）は、２２年度に延期されたため、会議への参加はなかったが、ＴＦ事務局が各国

のＰＲＴＲ制度状況をまとめた報告書等において、その内容の確認を関係各省と連絡

調整し事務局へ回答を行うなど、情報収集、提供に努めた。

② 情報の収集解析

・１８年度に開発したＰＲＴＲ解析支援システムについて、平成２０年度に公表された

ＰＲＴＲデータ及び２０年度に取得した取扱量実態調査等のデータを更新した。また、

当該システムを使用して取扱量調査データとＰＲＴＲ届出データの比較検証を行い、

年度間のデータ変動の差から、国で行っている届出外排出量の推計方法について、取

扱量調査データの使用方法を従来の２年間の平均値から４～５年程度の複数年のデー

タの平均値を使用することへの変更や化学物質の取扱事業所比率の算出方法の見直し

などの改善を裾切り推計委員会へ提案し、２１年度の推計から取扱事業所比率の算出

方法が変更され、推計精度の向上が図られた。

・モニタリングデータと届出排出量の比較など、届出データの解析を行い、自治体が主

催する講演会、セミナー等で情報提供することにより、事業者における自主管理の促

進を図った。

５．化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律関係業務

（１）化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（以下「化学兵器禁止法」と

いう。）第３０条第５項に基づく国際機関による検査等の立会い業務（オンサイト分

析を含む。）については、同条第６項に基づく経済産業大臣の指示に従い、１９件に

ついて的確に実施し、その結果を速やかに経済産業大臣に報告した。

その内訳は、表２剤３件（内１件においては現地分析が実施された。）、表３剤３

件、有機化学物質１３件であった。特に、現地分析の実施された表２剤検査の立会い

においては、検査団・検査団分析装備品の的確な受入のみならず、対抗分析の的確な

実施により、検査団の分析データの正確な検証を達成した。

（２）化学兵器禁止法第３３条第４項に基づく立入検査等については、同条第５項に基

づく経済産業大臣の指示に従い、２６件において的確に実施し、その結果を速やかに

経済産業大臣に報告した。

（３）上記の立会い業務及び立入検査等業務を的確に実施するため、以下の措置を講じ

た。

① 化学兵器禁止法に規定された特定物質、指定物質及びこれらの関連物質の分析能力

の向上を図るため、当初は、化学兵器関連物質の分析経験のある国内の分析機関と合

同で分析実験を行う訓練を計画していたが、従前の外部機関との訓練においては毎年

良好な実績を重ねてきたこと、今年度は２０年度以上の検査等立会いが予測され日程

の調整が困難となることが予測されたこと等の現状ををふまえ、訓練自体の内容を変

更し、分析対応能力を向上させることを目的として訓練を実施することとした。

今年度においては新規の現地分析への立会い担当者を育成し、分析対応能力の向上

に資することに目的を変更して訓練を実施することとした。今年度の現地分析への立
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会いは新担当者において的確に実施された。

② 国際機関による検査等の対象事業所のうち、２２事業所に対し実態調査を行い、速

やかに経済産業大臣に報告した。

③ 化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）における分析方法、検査に必要な装備等に関する会

合、検査実施に関する会合、研修等については実施されなかった。

④ 現地分析を伴う国際検査に対し、その受入能力を高めるために、新規の現地分析立

会い担当者を訓練により育成し、受入能力を向上させた。

⑤ 途上国支援等の国際協力の場は持たれなかった。

Ｄ．適合性認定分野

１．国際規格に適合した技術的信頼性の高い認定機関の運営業務

（１）認定機関の信頼性確保

認定機関の技術的信頼性を確保するため、以下の業務を行った。

① マネジメントシステムの維持・継続的改善及び効率化

・国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０１１）に適合したマネジメントシステムの維持と適

切な業務遂行のため、マネジメントシステム文書を見直し、６５件の改正、９文書の

新規制定及び１文書の廃止を行った（現時点でのマネジメントシステム文書数は１８

２）。

また、申請・認定事業者に対する要求事項である技術基準文書等は、最新版をホー

ムページに公開しており、新規制定９文書も制定後速やかに公開した。なお、説明会

については必要なく開催しなかった。

・内部監査は年１回実施し、マネジメントシステムが適切に維持されているかを確認し

た。内部監査の結果、各課室は指摘があった４件の不適合事項に対して迅速に是正し

再発防止処置を徹底し改善した。

・マネジメントシステムの迅速な改善を図るため、ほぼ毎週開催する認定幹部会を活用

する方式のマネジメントレビュー（所長による業務の見直し）は、早期業務報告、所

長による見直し・所見及び迅速な是正処置・改善を推進してきた。

・審査・検査に対する満足度調査及び認定機関に対する要望調査

顧客（申請・認定事業者）の要望を把握し、マネジメントシステムの改善に資する

ため、個々の認定審査・検査終了後、事業者に対し審査・検査の満足度に関する調査

を実施した（回答１８２件／２８７件（回収率６３％））。審査に対する不満等個別対

応が必要な事項については、速やかに関係者から状況を聴取し、根本原因を調査し必

要な措置をとった。また、満足度調査結果は集計、分析を行い、認定幹部会、審査員

連絡会等で報告し、必要な遵守事項について周知した。

また、調査で寄せられた要望に基づいて、事業者の自主的改善を促進するために、

現地審査において従来は不適合のみを指摘していたのを、不適合には至らないが懸念

／推奨される事項も提示できるよう、今年度から審査結果の提示をよりきめ細かくす

るシステム改善を行った。
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また、回収率を向上させるため郵送、ＦＡＸ及びメールによる回答の受付を行った。

② 審査員の確保及び資質・レベルの維持向上

・審査員研修を２回実施し、計３４名が参加した。その結果、計１４名の技術的専門性

の高い外部審査員を確保した。

・認定に関する情報提供と審査レベルの平準化を図るための審査員連絡会を開催し、併

せて意見交換を行った（３月２回（東京、大阪））。なお、１０月開催予定であった

審査員連絡会は台風により中止となったため、代替として必要な情報（指摘事項の事

例、審査における主導的サンプリングの実施等）を配布し、３月開催の連絡会で意見

交換を行った。

③ 認定機関職員の資質向上と技術力強化

・２１年度職員研修計画に基づき研修を実施し、審査員としての知識を深めた。

・海外研修としては、ＡＰＬＡＣ相互評価を行う主任評価員の技術力向上のための研修

に２名を参加させた。

・試験所等外部機関を利用した外部研修を以下のとおり実施し、延べ３２名の職員が参

加して技術力強化に努めた。

［ＪＣＳＳ校正技術研修４回、ＪＮＬＡ技術研修２回、不確かさ研修２回、苦情対

応マネジメント研修１回、インターネット関連技術研修１回等］

・ＪＮＬＡ技術研修を２回開催し、延べ２０名の職員が参加して、技術力強化に努めた。

（２）認定制度の信頼性向上、普及拡大

日本認定機関協議会（以下「ＪＡＣ」という。）は、我が国における認定制度の信頼

性向上、内外の認定機関情報の共有、認定基準の透明性・同等性の確保、評価技術の向

上を図るための活動を行っており、ナイトはＪＡＣ事務局として各種委員会やＷＧの活

動を主導して実施した。

【開催委員会等】

・運営委員会（全体的方針決定）１回、情報委員会（海外動向等）２回、製品認証ＷＧ

１回、試験所認定ＷＧ（ＪＬＡＣ）４回を開催した。

【認定制度の利用拡大のための活動】

・試験・校正等事業者向けＪＬＡＣ技術情報セミナーの開催（６／１１参加者１６４名）

・国内の５団体の試験所組織から代表者を集め、試験所組織連絡会を２回開催した。

【要求事項の解釈の統一化のための活動】

・外部３つの認定機関を含めた４つの認定機関の審査員が一堂に集まり、ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ１７０２５に関する審査員意見交換会を１回開催した。

【審査員の相互利用・研修の共催】

・ナイト審査員研修へのＪＡＣメンバーから講師派遣（延べ４名）、ＪＡＣメンバーの

組織から研修生の参加（３名）を促進した。

【国際会議の事前協議体制の検討】

・ＪＬＡＣではＡＰＬＡＣ総会２０１０大阪の開催に向けた準備会合を５回開催し、調

整を進めた。
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（３）国際相互承認（ＭＲＡ）の維持

① ＡＰＬＡＣ、ＩＬＡＣでの活動と貢献

・アジア・太平洋試験所認定協力機構（ＡＰＬＡＣ）については、５月の理事会及びＭ

ＲＡ評議会、１２月の総会及び技術委員会などの関連会議に参加し、ＭＲＡの信頼性

の確保に資する貢献を行った。

・国際試験所認定協力機構（ＩＬＡＣ）については、４月の認定委員会、１０月の総会

及び相互承認委員会等の関連会議に参加し、ＭＲＡの信頼性の確保のために貢献した。

・認定機関に対する要求事項ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０１１の適用指針案については、ＩＬ

ＡＣに対して、我が国にとって有益となるよう複数回のコメントを提出し、主要な事

項については概ね受け入れられた。

・ＲＭＰ（標準物質生産者）認定に係るＡＰＬＡＣ、ＩＬＡＣでのガイダンス文書作成

に積極的に貢献し、ＩＡＪａｐａｎからのコメントの多くがドラフトに反映される結

果となった。

・上記以外にも、遠隔地操作や技能試験に関する国際ガイダンス文書の作成、改定等に

貢献。

・インドネシア、台湾の認定機関からの研修生を受入れ、標準物質認定スキーム等認定

業務の習熟、情報交換を通じて協力体制をより一層強化した。（海外認定機関との協

力体制の強化、国際的地位の向上）

・シンガポールの規制当局、認定機関との面談、技術情報等の情報交換を行い、交流を

深め、協力体制の構築を行った。（海外認定機関との協力体制の強化、国際的地位の

向上）

・ＡＰＬＡＣ総会２０１０大阪の開催に向け、ＡＰＬＡＣ総会においてアナウンスを行

うとともに、専用ウェブサイトを立ち上げ、総会主催者としての活動を開始。ＡＰＬ

ＡＣ事務局との調整も同時に進め、円滑な運営を進めている。

② ＡＰＬＡＣ相互評価活動への貢献

・ＡＰＬＡＣからの派遣要請に基づき、フィリピンの認定機関のＡＰＬＡＣ評価に評価

チームリーダーを派遣、シンガポール及び米国の認定機関のＡＰＬＡＣ評価にそれぞ

れ評価員を１名ずつ派遣し、国際的な活動に貢献した。（ナイトにおけるＡＰＬＡＣ

評価員は、現在６名）

・ＭＲＡ加盟の海外認定機関から審査員の派遣要請はなかった。

・製品認証認定に関するISO ガイド65関係の調査、ＣＯ２排出認証認定に係るISO 1406

5関係の調査を実施。

（４）標準物質情報の提供

① 標準物質情報データベース（ＲＭｉｎｆｏ）

４５の既登録機関にデータベースの更新、修正内容について照会し、内容の刷新と

充実を図り、３１０回（３月末）コンテンツの更新を行った。

標準物質情報委員会を２回開催するとともに、標準物質登録情報の拡充を目的に、

既登録機関及び新規２機関に登録の働きかけを実施した。その結果、登録機関数は２

０年度末比＋２の４７機関となった。

また、登録情報内容を精査し、２６８物質については情報内容を更新するとともに
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認証書をＰＤＦ化して情報提供し利用者の利便性を向上させた。他に、生産終了等で

無効となった情報の削除も行い、結果、登録標準物質数は６，６９０件（２０年度：

６，７１５件）となった。

② 国際標準物質データベース（ＣＯＭＡＲ注１）

標準物質情報委員会の了承を得た新規認証標準物質及び既登録の認証標準物質で新

たに委員会の承認を得た計３５件の情報ををＣＯＭＡＲデータベースに登録した。

注１ ＣＯＭＡＲとは、標準物質を登録した代表的な国際データベースの略称。

２．経済産業省に係る法令等に基づく認定業務

（１）法令に基づく認定業務

① 法令に基づく認定業務については、申請受付後速やかに審査チームを編成して審査

を行うとともに、審査後は評定委員会を適時に開催し標準処理期間内に速やかに処理

することに努めつつ、次のとおり実施した。

また、ＪＣＳＳについては、４月からの審査・検査における指摘事項分類の変更、

告示改正と法令解釈の変更、登録区分拡大等に伴うナイトの規程の改正、測定監査手

数料の改正等の変更についての説明会を７月に東京と大阪で開催し、１８６事業者合

計２５４名の参加があった。

以下、各認定業務の実績は、ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳ、ＭＬＡＰの認定制度プログラム

ごとに整理した。

ア ＪＮＬＡ（工業標準化法に基づく試験事業者登録制度）

・申請受付：９７件（うち新規１８、登録更新７９件）

［参考］２０年度 ６４件

・登録件数：７５件（うち新規２１、更新５４件）

［参考］２０年度 ４２件

・登録事業所数：１７８

［参考］２０年度 １５８

・評定委員会開催： ９回

・申請受付から登録までの処理期間

標準処理期間（１５０日）を超えた案件はない。

・変更届出書の処理

登録試験事業者から提出のあった変更届出書１７５件については、迅速にその内

容を確認し、登録証の変更等所要の処置を行うとともに事業者登録内容の維持管理

を確実にした。

・告示改正作業の支援

ＪＩＳ規格の改正情報、区分追加の要望等に対応するため、告示を見直し、改正

案を作成・提案して経済産業省が行う告示改正作業を支援した。この結果は、２１

年１１月１７日の登録区分改正告示に反映された。また、２１年１２月末のＪＩＳ

情報に基づく次回告示改正案を平成２２年５月に提案予定。

・ガイダンス文書等の作成、公表

事業者の申請を一層容易にするための技術分野別不確かさ見積もりに関するガイ
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ド文書等については新たに土木・建築分野及びパルプ・紙分野を公表した。また、

既に公表済みの繊維分野については、技能試験結果を踏まえた不確かさの評価手法

を追加し、改正を行うとともに、別の試験方法のガイド文書を作成中である。

また、不確かさの評価に重要なカテゴリー分類について、分類事例を大幅に増や

し、公表を行った。

さらに、測定のトレーサビリティ方針対応事例について８分野（機械、電気、車

両、繊維、パルプ・紙、給水・燃焼、抗菌、医療・福祉）で作成中であり、２２年

度に公表予定。いずれも各技術分科会で審議した。

イ ＪＣＳＳ（計量法に基づく校正事業者登録制度）

・申請受付：１１３件（うち新規２２件、更新９１件）

［参考］２０年度 ８７件

・登録件数：１１３件（うち新規２２件、更新９１件）、登録拒否：１件

［参考］２０年度 ６７件、登録拒否：０件

・登録事業所数：２２１

［参考］２０年度 ２０３

・評定委員会開催： １０回

評定委員会審議要否検討会： １２回

・登録更新手続き

平成１７年に改正された計量法に基づき、今年度から登録有効期限を満了する事

業者が発生するため、更新手続きに混乱が生じないよう関東・関西の２地区で説明

会を実施した結果、９１事業所からの更新申請があり、２件の登録有効期限を越え

た事業所があったが、その他の事業所については、混乱もなく、円滑に更新された。

また、有効期限を越えた事業所についても事業所の移転に伴う工事の遅延及び是

正報告の遅延によるものであり、事業所の都合によるものであった。

また、登録更新を円滑に行なうため、今年度から評定委員会以外に評定委員会審

議要否検討会を設置し、処分の決定を円滑に出来る手順を確立した。

評定委員会審議要否検討会は毎月開催され、全評定事案の１／３を当該検討会で

処分を決定した。

・申請受付から登録までの期間

標準処理期間(１５０日）を超えたものは２件あった。これは、高度な技術が必要

な申請であったこと等の理由によるものであり、申請者の了解を得ている案件であ

った。

・変更届出書の処理

登録試験事業者から提出のあった変更届出書２２０件（２０年度は１５２件）につ

いては、迅速にその内容を確認し、登録証の変更等所要の処置を行うとともに事業者

登録内容の維持管理を確実にした。

・技術委員会、技術分科会等

一般要求事項の改正、量共通的な技術事項に関する指針の制定等のために技術委員

会を２回開催するとともに、各量において、新規区分の追加、既存文書の改正、技能

試験運営等に必要な技術事項を検討するため、技術委員会各量別分科会を１７回開催
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した。

また、各量ごとの異なる技術的な背景に鑑みて、技術分科会主査会議を新設し、分

野横断的技術指針の策定に取り組んだ。

このほかに、ＪＣＳＳの普及を促進するため、経済産業省知的基盤課、産総研及び

業界関係者との打ち合わせ等に積極的に参加し、校正手法の区分にかかる告示改正に

関する改正案の作成等を支援し、改正を行った。

・ＪＣＳＳに係る普及・広報活動

ＪＣＳＳ及び認定にかかる周辺情報の普及・広報のため、展示会、計測標準フォー

ラムへの参加、雑誌等への寄稿及び全国数カ所での各種講演会に講師を派遣した。

・ガイダンス文書等

告示改正及び法令解釈の変更等に伴う共通文書５文書（登録規程、種類規程、登録

の一般要求事項、申請の手引き等）を改正（計１２件）し、公表した。また、最新の

校正技術への対応等のため、「技術的適用指針」４４文書の改正（２０年度２６文書）

及び３文書（球、γ（X）線核種、伸び計）の新規制定、「不確かさの見積りに関す

るガイド」１文書の改正（２０年度３文書）及び２文書（球、伸び計）の新規制定を

実施・公表し、申請者の利便性向上を図った。

ウ ＭＬＡＰ（計量法に基づく特定計量証明事業者認定制度）

・申請受付： １６件（うち新規１件、更新１５件）

［参考］２０年度 ９０件

・認定件数： ２３件（うち新規３件、更新２０件）、認定拒否件数：２件

［参考］２０年度 認定８３件、認定拒否１件

・認定事業所数：１０９

［参考］２０年度１０９

・評定委員会開催：８回

・申請受付から認定までの期間

申請者の認定有効期限日に配慮した、きめ細かく評定委員会を開催し審議・処理

した。受付けた審査案件を全て標準処理期間（１００日）内に処理し完了した。

・変更届出書の処理

２０年度末から今年度当初にかけて公開された環境省のダイオキシン類測定マニ

ュアル２文書の改訂に合わせた変更を主とした変更届出書が、認定事業者から１８

３件提出され、迅速に変更内容の確認を行い、認定証の変更等所要の処置を行うと

ともに事業所認定内容の維持管理を確実に実施した。

・告示改正

平成２２年度に告示基準をＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５を認定基準とする改正・施

行に向け、告示改正案を作成し担当課に説明。合わせて内部文書を作成し、技術委

員会での検討を開始。

② 立入検査、フォローアップ調査及び満足度調査

満足度調査に関する業務実績は、上記Ｄ．１．（１）①マネジメントシステムの維

持・継続的改善及び効率化に前掲した。

以下、各認定業務の立入検査及びフォローアップ調査に関する業務を実施した。
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ア ＪＮＬＡ（工業標準化法に基づく試験事業者登録制度）

法律に基づく立入検査については、ＪＮＬＡ登録試験事業者の他法令での違反発覚

に伴い、ＪＮＬＡ制度の信頼性確保を目的として１件、試験所移転の届出に伴い試験

施設等の確認を目的として２件、計３件を実施した。

ＪＮＬＡ信頼性確保のために実施した立入検査で法令違反等が判明したため、法律

に基づく報告聴取を２回実施した。その報告を受け、当該事業者に対して法律に基づ

く登録試験事業者の適正な事業実施の徹底について注意喚起を行った。試験所の移転

に伴う立入検査では、特に問題点は確認されなかった。

また、登録試験事業者から、中国への医療用機器の輸出に係る試験証明書に関連し、

ＩＬＡＣ／ＭＲＡ加盟の認定機関による認定に係るＩＥＣ規格への適合文書の要請に

対して、ＪＩＳとＩＥＣ規格の同等性に係る適合文書を迅速に作成し、登録試験事業

者に提供した。

イ ＪＣＳＳ（計量法に基づく校正事業者登録制度）

法律に基づく立入検査については、ＪＣＳＳ登録校正事業者の他法令での違反発覚

に伴い、ＪＣＳＳ制度の信頼性確保を目的として１件実施。実施後速やかに、不適合

事項に対する是正等を求める計量法に基づく報告徴収を実施し、その報告内容を確認

した。

ウ ＭＬＡＰ（計量法に基づく特定計量証明事業者認定制度）

認定後約１年半を迎える２６事業所に対してフォローアップ調査を実施し、認定基

準に対する適合状況を確認し、信頼性確保に努めた。フォローアップ調査の結果、不

適合のあった２０件については是正を求め、期限内に是正されたことを確認した。

（２）社会ニーズに基づく認定業務

① ＡＳＮＩＴＥ（製品評価技術基盤機構認定制度）

民間では採算的又は技術的に実施困難な、若しくは政策的に取り組みが必要な多種

多様な認定ニーズに対応するため、必要に応じて新規認定プログラムを開発して認定

業務を行っている。これまでに開発したＡＳＮＩＴＥ認定プログラムの範囲としては、

校正事業者(ＪＣＳＳを除く。)認定、試験事業者(ＪＮＬＡを除く。)認定、標準物質

生産者認定及び製品認証機関認定がある。２１年度は、次のとおり認定ニーズに対応

した。

・ＡＳＮＩＴＥ校正事業者の認定

認定ニーズに基づく「排ガス分析装置」校正については、１７年度に認定スコープ

の設定とともに１件の認定をしたことに続いて、２１年度新規１件認定。

国際的な枠組みの中で、臨床検査分野における計測のトレーサビリティが求められ

ており、新たにＩＳＯ１５１９５(臨床医療-標準計測試験所の認定基準)を用いた認

定を開始し、１件認定。

上記の実績を含め、認定については、新規２件、区分追加等１１件の計１３件を審

査し認定した。

・認定事業所数：１５、［参考］２０年度 １３

・ＡＳＮＩＴＥ試験事業者の認定
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検定実施事業者からの認定ニーズに基づき１９年度に設定した認定スコープ「特定

計量器検定検査規則試験」について１３件を認定。１９年度に設定した認定スコープ

「太陽電池に関する試験」について、ＪＮＬＡ審査との合同審査により１件を認定。

国際法定計量機関（ＯＩＭＬ）分野に係る非自動はかり及び質量計用ロードセルの試

験所認定に対応するため、２０年度に設定した「ＯＩＭＬ分野」について１件を認定。

更に、韓国のリチウムイオン電池の輸入・販売規則に対応するため、経済産業省と

連携し、リチウムイオン電池に係る試験区分を迅速に設定し、２件の認定を実施。

また、香港のエアコン品質性能試験に係るＩＬＡＣ／ＭＲＡ試験証明書の要求に対

応するため、試験区分を迅速に設定し、１件の認定を実施（リチウムオン電池の認定

と同時実施）。

また、ＩＴセキュリティ評価試験事業者の区分追加・範囲拡大に係る審査２件を実

施し、認定。

上記の実績を含め、新規１７件、区分追加等２件の計１９件を審査し認定した。

・認定事業所数：２５、［参考］２０年度 ８

・ＡＳＮＩＴＥ標準物質生産者の認定

容量分析用標準物質について、化学物質管理センターによる品質検査を、認定セン

ターによるＡＳＮＩＴＥ標準物質生産者認定を利用した標準物質供給へと移行するに

伴い、容量分析用標準物質の生産者から申請を受け、新規に１件認定。

・認定事業所数：６、［参考］２０年度 ５

・ＡＳＮＩＴＥ製品認証機関の認定

国際法定計量機関間の相互承認（ＭＡＡ）の必要性から新たな認定ニーズである国

際法定計量機関（ＯＩＭＬ）分野に係る非自動はかり、質量計用ロードセルについて

認定分野を拡大し、認定を実施した。

また、カシミア製品の鑑別を行う製品認証機関認定、鉄道システム輸出のための製

品認証機関認定の新規認定分野の立ち上げに着手した。

・認定事業所数：２、［参考］２０年度 １

② ＡＳＮＩＴＥの信頼性

審査に対する満足度調査及び認定機関に対する要望調査に関する業務実績は、Ｄ．

１．（１）①マネジメントシステムの維持・継続的改善及び効率化に前掲した。

③ ＡＳＮＩＴＥ認定業務の効率的運営

・ＡＳＮＩＴＥ試験事業者認定の評定はＪＮＬＡ等評定委員会で、ＡＳＮＩＴＥ校正事

業者（ＮＭＩを除く。）認定及び標準物質生産者認定の評定はＪＣＳＳ評定委員会で

実施し、ＡＳＮＩＴＥ認定に係る評定委員会を合理的かつ効率的に実施している。

・ＪＮＬＡ認定事業者（ＭＲＡ対応）からのＪＮＬＡ追加申請とＡＳＮＩＴＥの同時申

請については、同一審査チームで効率的に実施。また、ＪＮＬＡ定期検査とＡＳＮＩ

ＴＥ認定審査についても同一審査チームで効率的に実施した。

（３）定期検査及び技能試験

① 定期検査の実施

ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣのＭＲＡを希望する認定事業者に対しては、ＭＲＡ要件を

維持するため認定基準であるＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５、ＩＳＯガイド３４又はＩＳ
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Ｏ／ＩＥＣガイド６５の最新版を用いて７９件の定期検査を実施した。

内訳は次のとおり。

ア ＪＮＬＡ定期検査実績

実施件数： ２１年度 １２件

［参考］２０年度 ３４件

イ ＪＣＳＳ定期検査実績

実施件数： ２１年度 ４９件

［参考］ ２０年度 ６２件

ウ ＡＳＮＩＴＥ定期検査実績

実施件数：２１年度 １８件

［参考］２０年度 １１件

内訳

・ＡＳＮＩＴＥ試験事業者 １２件

・ＡＳＮＩＴＥ校正事業者 ４件

・ＡＳＮＩＴＥ標準物質生産者 １件

・ＡＳＮＩＴＥ製品認証機関 １件

② 技能試験の実施及び外部技能試験の活用

認定事業者の技術能力を確認するため、次のとおり技能試験を実施又は外部技能試

験の結果を活用した。

ア ＪＮＬＡ（工業標準化法に基づく試験事業者登録制度）

・自らが実施する技能試験

技能試験４か年計画については、２０年度末に見直し、４月に新４か年計画を公

表した。年度計画に基づき、１分野１プログラム（化学分野 高分子引張試験）の

技能試験の実施を公表し、現在実施中である。この技能試験は韓国認定機関（ＫＯ

ＬＡＳ）を通して韓国の試験所にも参加募集を行い、５試験所が参加している。

また、２０年度開始した給水・燃焼機器分野（浸出性能試験）は参加者数が２試

験所であったが、新しい評価手法を取り入れ、パイロット的に実施、終了した。ま

た、土木・建築分野（骨材試験）については、外部技能試験プロバイダー育成事業

者を活用し、試料の均質性の確認を行い、参加試験所に試料を発送し試験結果の報

告を受けた。

・外部機関が実施する技能試験結果の活用

外部機関が実施する技能試験５プログラム（繊維分野３、土木・建築分野１、電

気分野１）を承認し、その結果を活用した。

［参考］２０年度技能試験実施 ３分野６プログラム

・外部技能試験プロバイダの育成事業

必要な外部技能試験を活用するため、２０年度から継続している抗菌分野２機関

（繊維、繊維以外）の外部技能試験プロバイダの育成事業は終了し、育成事業の中

で実施した技能試験は、ＩＳＯ／ＩＥＣガイド４３に基づき審査し、承認した。

イ ＪＣＳＳ（計量法に基づく校正事業者登録制度）

・自らが実施する技能試験
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①湿度区分（露点計）８（２０年度からの継続）、②長さ区分（波長計量器）５、

③質量区分（分銅の質量校正、分銅の特性評価）３２、④電気区分（高周波：光フ

ァイバ用光パワー測定器）７の４技能試験を実施し、５２事業所が参加した。また、

技能試験参加実績のない個別のＪＣＳＳ登録申請に対する申請事業所の技術能力を

確認するため技能試験（測定監査）を２４プログラム実施した。

・外部機関が実施する技能試験結果の活用

外部機関が実施する技能試験については、長さ区分２（ブロックゲージ、標準尺）、

質量区分１（はかり）、電気区分４（ＤＭＭ、キャリブレータ、標準抵抗器２）の

計７プログラムを承認し、その結果を活用したことにより、自らが実施するに要す

る人員（０．５人）を省力化できた。また、ＫＯＬＡＳの実施する技能試験１件（電

気）、ＡＰＬＡＣの技能試験２件（圧力、長さ）に参加又は参加申込みをした。

[参考] ２０年度技能試験実施 ６分野７プログラム

外部技能試験活用 ３分野７プログラム

ウ ＭＬＡＰ（計量法に基づく特定計量証明事業者認定制度）

社団法人日本環境測定分析協会が実施した技能試験に技能試験委員会の委員とし

て参加し、技能試験の支援を行なった。技能試験結果がまとまり、参加事業所に報

告された後、技能試験結果を活用する。

エ ＡＳＮＩＴＥ（製品評価技術基盤機構認定制度）

・ＡＳＮＩＴＥ校正にかかる測定監査を既認定事業者を参照ラボとして実施。

３．経済産業省に係る法令に基づく認証機関の登録のための調査等認定関係業務

（１）法令に基づく認定関係業務

経済産業省に係る法令に基づいて、認証機関の登録のための調査等を次のとおり実

施した。

① 工業標準化法に基づく登録認証機関の登録等関係業務

ア 工業標準化法に基づき、経済産業大臣及び各経済産業局長から１９件の調査依頼を

受け、事業所調査１６件、工場立会調査１１件及び試験所立会調査１３件を実施し、

その結果を速やかに当該依頼者である経済産業大臣又は経済産業局長に報告した。

上記調査依頼のうち、経済産業大臣からの５件については、ナイト職員だけで調

査を実施するとともに、判定委員会の事務局を務めることによって当該業務に対す

る関与を深めた。

イ 工業標準化法に基づき、２件の立入指示依頼を受け、３件（うち、１件は平成２０

年度指示分）の調査を実施し、その結果を速やかに報告した。

上記についても判定委員会の事務局を務めることによって当該業務に対する関与

を深めた。

② 製品安全４法注２）に基づく国内（外国）登録検査機関の登録等関係業務

注２ 製品安全四法：電気用品安全法、消費生活用用品安全法、ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

ア 製品安全４法に基づき経済産業大臣より１６件の調査指示を受け、１６件の調査を

実施し、その結果を経済産業大臣に速やかに報告した。
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イ 製品安全４法に基づき、経済産業大臣から１件の立入検査の指示を受け、調査を実

施し、その結果を速やかに報告した。

また、電気用品安全法に基づきナイトが調査を行っている登録検査機関が法令違

反を行っていたことに対し、立入検査を実施。今後の調査の有効性を向上させるた

め、第三者委員会による検討を重ねた。その結果を踏まえ、適切な対応策を講じる

ことにより、制度の信頼性の確保に努めた。

③ 特定機器相互承認法に基づく適合性評価機関の認定等関係業務

ア ２１年度は経済産業大臣からの調査の依頼はなく、実績はない。

イ ２１年度は経済産業大臣からの立入検査の指示はなく、実績はない。

④ 計量法に基づく濃度に係る計量証明事業者等に対する立入検査業務

経済産業大臣からの指示により、立ち入り検査１件（２月）、を実施し、その結果

を速やかに報告した。

（２）国際提携関係業務

オーストラリア政府との口上書に基づき、同国向け自動車及びその部品製造事業者

に対する試験施設検査（ＴＦＩ) ２件、設計施設監査（ＤＦＡ)２件、生産施設検査

（ＰＦＡ)２件を１月と２月に実施した。

また、豪州のシステム変更により、検査の種類は試験施設検査（ＴＦＩ)、設計施設

監査（ＤＦＡ)、生産施設検査（ＰＦＡ)の３種類となった。このため、平成２１年１

０月にＡＤＲ検査実施規程を改正し、規程及び体制の対応を図った。

Ｅ．生活安全分野

１．製品安全関係業務

（１）製品の事故に関する情報の収集・調査・分析、原因究明等

消費者が利用する製品のうち、消費者の生命又は身体に危害を及ぼす可能性のある製

品に適切な対応を図るため、以下の業務を行った。

また、製品事故の未然・再発防止等のため、国民生活センターと積極的に協力・連携

を図った。

① 事故情報収集状況

・事故情報の総受付件数は、４，３７１件で前年同期比約８０％。

・事故情報収集件数の減少は、事故報告に際し過去事故をまとめて報告する案件が減少

したこと及び同種の製品による多発事故が減少したことによる。

・事故情報の収集強化のため、アクションプランを策定し各地域の関係機関に対して協

力要請を行った。

（消費生活センター訪問：１２０機関、警察訪問：６０機関、消防訪問：１６８機関）

・消費生活センター、消防、警察との連携強化により、同センターから通知された当該

年度の全事故に占める割合は４．８ポイント（１４．６％→１９．４％)上昇し、消

防・警察からの情報割合も、１．５ポイント（４．９％→６．４％）上昇した。
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内 訳 （件）

年 度 事故受付件数 事業者等 経済産業省 消費生活 消防・ その他

(注１) センター 警察 (注２)

２１年度 4,371 1,851 1,262 848 280 130

２０年度 5,440 2,143 1,569 833 297 598

注１：事故受付件数は、受け付けた総件数であり、重複案件等を含む。

注２：その他は、自治体、国民生活センター、消費者、病院等からの通知及びWEBを含む新聞情報。

② 事故情報に基づく調査等

・収集した事故情報のうち３，３７３件について、リスク分析を行い、リスクの高さに

応じて調査に優先順位をつけ、リスクの高い案件を優先するほか、リスクが低く事業

者が製品起因を認めている案件については、簡易調査とし、調査期間の短縮を図った。

また、事業者報告書提出期限を設定する等により迅速化を推進し、重大製品事故に

ついては２０年度は平均１０３日かかっていたものを９０日以内で処理が完了するよ

う対策を図った。

・事故品確認１，３１５件、現場調査７８件の計１，３９３件を実施した。また、警察

・消防からの要請を受け、警察・消防との合同調査を２１６件実施した。

・調査結果は、外部有識者、専門技術者等で構成する３つの事故原因技術解析ワーキン

ググループ（電気、機械、化学）及び事故動向等解析専門委員会をそれぞれ年４回開

催し、事故原因の技術解析及び事業者が講じた再発防止対策等について評価を行った。

③－１ 事故情報リスク分析等

・消費生活用製品安全法に基づき、経済産業大臣から調査指示のあった１，０４０件に

ついて、リスク分析、原因究明、過去の類似事故、社告情報の検索・分析を行い、経

済産業省に調査結果を報告するとともに、リスクの大きい案件（非重大事故を含む）

について対応方針案の説明を行い、リコールの判断材料の一部として経済産業省の行

政措置に反映した。

・テーブルタップ、屋外式ガスふろがま、薪兼用石油ふろがま、椅子等、重要と考えら

れる案件について事故リスク評価を行い、技術基準の制定にむけた提案等を経済産業

省に行うとともに、プレス発表を通じた消費者への注意喚起等を実施。

・テーブルタップ、屋外式ガスふろがま、薪兼用石油ふろがま、椅子、ＬＥＤランプに

ついてＦＴＡ分析（故障の木分析）を実施し、技術基準改定の基礎となるデータを経

済産業省に提供した。

③－２ 経年劣化対策

・重大製品事故に加え、１８～２１年度までに調査を終了した非重大製品事故から経年

劣化に起因する又は起因すると疑われる事故を抽出して、これらの情報から劣化部品

を洗い出し、データベース化した。

・製品群として共通的に使用されている部品による事故が多い扇風機（コンデンサ）、

テレビ（フライバックトランス・コンデンサ）について、ワイブル分析（標準寿命デ

ータ分析）を実施し、時間に伴う瞬間故障率からバスタブカーブを作成する手法を開

発し、経年劣化による事故発生が顕著となる時期を明確化した。なお、これらの分析
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結果については、事業者に対し、安全な製品設計に向けて使用部品の標準使用期間（寿

命）等の技術情報として提供を行うこととした。

④ 事故原因の究明、再発防止措置等

・収集した事故情報はすべて事故原因の特定を行うが、そのうち、以下の製品について

は同種事故の再発が多発すると考えられることから詳細な調査を実施し、経済産業省、

消費者庁等行政機関に調査結果を提供した。

－皮膚障害を発症する可能性のある冷却ゲルシート、ハンドルが抜ける可能性のあ

る折りたたみ自転車、蓋が飛んで中身が飛び散り人身事故を起こした圧力なべ。

・重大事故について製品分野別に問題点を検討し、原因究明・再発防止措置に関わる具

体的アクションを経済産業省に提言を行った。また、第三者委員会用の資料を作成し

た。

・事故原因究明の質の向上のため、高度な技術的助言を受ける制度として技術アドバイ

ザー制度を創設。当面、５名の知見者を技術アドバイザーとして委嘱した。

⑤ 市場モニタリングテスト

法令遵守状況を確認するため以下のテストを実施した。

・製品安全テスト（１品目）

－レーザーポインター（消費生活用製品安全法）（経済産業省経由の大阪府警から

の依頼に基づき実施。）

・取引試買テスト及び品質調査テストについては、経済産業省からの依頼はなく、今年

度は未実施。

（２）国内外の関係機関との連携

＜国内＞

製品事故の効果的な未然・再発防止等を行うため、以下の関係機関との連携を強化

した。

・事故情報の収集強化のため、アクションプランを策定し各地域の関係機関に対して協

力要請を行った。

消費生活センター訪問：１２０機関、警察訪問：６０機関、消防訪問：１６８機関

事故事例研究会、技術研修会等の開催件数：２３回、参加機関数：４２８機関

・国民生活センターと、実務者担当会議（４回）及び打合せ（１回）を開催。国民生活

センターが入手した重大製品事故に係る事故品の取扱について申し合わせを行い、ナ

イトの事故品取扱いを可能とした。また、プレスリリース内容が重複しないよう 情

報交換を行った。さらに、既にナイトで実施した湯たんぽの再現試験方法の技術情報

を提供した。

・地域消防機関、地方公設試験所、大学等と協力し、事故原因究明の迅速化を図った。

・地域工業会の苦情相談窓口担当（ＣＲ（Ｃｏｎｓｕｍｅｒ Ｒｅｌａｔｉｏｎ）会）

等との情報交換を行い、昨今の事故情報 の傾向に係る分析等を実施。

・事故の未然防止、再発防止情報を周知するため、経済産業局及び消費生活センター等

と連携することと し、全国９ブロックで連絡会議を開催し、引き続き協力要請を実

施した（関東及び近畿ブロックについては、国民生活センターも参加）。
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・業務報告会を東京（３２１人参加）と大阪（２１２人参加）で開催し、業務内容の結

果を関係機関・企業等に直接情報提供し、ナイトの業務について周知を図るとともに

関係機関等との連携を深めた。

・主婦連講座「知の市場」を東京（５２人参加）と大阪(１９人参加）で開講し、製品

安全の知識普及に貢献した。

＜海外＞

外国製品による事故の未然防止のため、以下の機関との連携を図った。

【国際消費者製品健康安全機構(ＩＣＰＨＳＯ)】

・２２年２月、ワシントンＤＣで開催された年次会議に出席。

【中国検験検疫科学研究院（ＣＡＩＱ）】

・６月４日、経済産業省と中国国家質量検験検疫総局（ＡＱＳＩＱ)との日中製品安全

会合の席上で同研究院と情報交換や人材交流等の相互協力文書を締結。

・同文書に基づき、８月にナイトが原因究明を行った中国製のハロゲンヒーターの事故

情報を提供。

・同文書に基づき、１０月２３日～１１月１３日の日程で同研究院から研修生１名を受

入。電気製品に係る事故原因究明技術の研修を実施。

【台湾】

・７月２１日～２３日の日程で台湾経済部標準検験局から研修生２名を受入。事故原因

究明技術の研修を実施。

【国際電気標準会議（ＩＥＣ:Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｅｌｅｃｔｒｏｔｅｃｈｎ

ｉｃａｌ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ）】

・５月にＩＥＣのＡＣＯＳ（安全諮問委員会）のワークショップで、ナイトが実施して

いるリスクアセスメント手法を紹介。

(３）事故の未然・再発防止のための情報提供等

・２０年度事故情報収集・調査結果をホームページ上で公表した。

・収集した事故情報の中で特に国民に注意喚起が必要と判断した、消費者の誤使用・不

注意による製品事故を中心に紹介した＜身・守りハンドブック２０１０＞を発行し、

全国の消費生活センター、消費者団体、行政機関、消防・警察等の関係機関や消費者

に情報提供した。

① 年度報告書等

・２１年度第３四半期調査終了分の事故情報を順次公表し、同時に公開用事故情報デー

タベースへ追加し、２７，４６３件を公表した。アクセスページ数約４４５万ページ。

（前年同期比１２１％）

・毎週金曜日に直近１週間分について最新受付事故情報としてホームページで公表。

② 社告・リコール情報

・ホームページ上で社告・リコール情報を公表。アクセスページ数約４０万ページ。（前

年同期比１０４％）

・社告・リコール品の情報を周知し、事故を防止するため、「ハロゲンヒーターの社

告・リコール」リーフレットを作成し、ホームページ上で公表した。
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・最新の社告・リコール品の情報（２８製品）を周知し、事故を防止するため、「リコ

ールなど注意を呼びかけています」というリーフレットを作成し、ホームページ上で

公表した。

③ 電子メールマガジン

・「ＰＳマガジン」を２７回配信した。配信登録者拡大のためチェーンストア協会、都

道府県教育委員会などへダイレクトメールを８，６４７通発送し、読者数を６，８９

２名に拡大した。（前年同期：５，０３５名）

・英語版「ＰＳマガジン」をＣＰＳＣ（米国）、ＫＡＴＳ（韓国）等の海外の製品安全

業務に携わっている関係者向けに配信。

④ リーフレット及びちらしの発行

・事故防止のための啓発リーフレット「夏の事故」及び「冬の事故」を作成し、ホーム

ページ上で公表すると共に全国の消費生活センター等へ配布した。

消費者へ注意喚起をしたり、リコール情報を届けるため「こんな事故にもご用心」

及び「リコールなど注意を呼びかけています」ちらしをそれぞれ８号まで作成し、ホ

ームページ上で公表した。

⑤ メディア等への情報提供

・プレスリリースによる事故防止のための注意喚起を「ブラウン管テレビ」、「ＩＨこ

んろ・ガスこんろ」、「ストロー付きペットボトルキャップ」、「調理中の沸騰」、「自

転車」、「低温やけど」、「暖房器具」、「電源コードの断線」、「カセットこんろ」、「身

・守りハンドブック２０１０の発行」「家電製品の発火事故原因究明マニュアル2010

の発行」について、１１件（９回）行った。

・マスメディアからの事故内容、事故件数等の問い合わせ及び再現実験映像の提供依頼

について、８７件対応した。

・上記の結果、新聞掲載８０回（５大紙５２回）、テレビ報道１１８回（全国放送１０

４回）、ラジオ放送１回取り上げられた。

⑥ 製品安全パンフレット

・製品安全センターの組織及び名称変更と消費者庁発足に伴い製品安全パンフレットを

２度改訂し、全国の消費生活センター等へ配布した。（２万冊作成）

⑦ 生活・安全ジャーナル

・生活・安全ジャーナル第８号を作成し、ホームページ上で公開した。

⑧ 経済産業省との協同による製品安全啓発

・毎月経済産業省が主催する「製品安全点検日セミナー」に講師を１２名派遣し、パネ

ルや事故品等の展示・説明を行い、積極的な啓発活動を行った。

・１１月、経済産業省と共催で「製品安全総点検セミナー」を開催した。

（４）製品安全体系の高度化を目指した調査研究

製品安全４法のうち、電気用品安全法の技術基準について、見直しを含め着手した。

２．標準化関係業務

（１）高齢者・障害者対応等の分野における標準化
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高齢者・障害者が安全で使いやすい製品の普及、製品・消費者の価値観等の多様化

等に対応した市場形成の観点から、以下の業務を行った。

①－１ 民間機関等による標準化活動に対する技術的支援

これまでのナイトの業務を通じて得られた情報、専門的知見等を基に、日本工業標

準調査会（ＪＩＳＣ）、 日本福祉用具・生活支援用具協会、独立行政法人産業技術総

合研究所（ＡＩＳＴ）、（財）日本規格協会、（社）日本サッシ協会の５機関に対し、

ハンドル型電動車いす、浴槽内いす、浴室内すのこ等、５１件のＪＩＳ規格等の作成

審議に技術面から支援を行った。

①－２ 複数の製品分野に共通する試験方法等の開発

・経済産業省、関係工業会、外部有識者等と技術面からの連携・協力を実施し、製品機

能別の分類を７９機能から７１機能に集約・合理化を図った。

・３７機能の試験方法規格案について、２０年度に実施したホームページ上での公開（パ

ブリックコメント）に対して寄せられた意見に対し、調査・検討及び第三者機関によ

る検証を実施し、規格案の修正を行った。

・残り３４機能のうち、乗車者介助者操作機能、テーブル機能、姿勢保持機能等１２機

能について、試験条件の設定等規格作成に必要な被験者データの収集を行い、当該規

格案の精度向上を図った。また、規格案に対する一般からの意見聴取を行うため、ホ

ームページ上で公開作業するためのコンテンツを作成した。

○効率的な規格開発の実施

効率的な規格開発を行うため、埼玉県産業技術総合センター（ＳＡＩＴＥＣ）と

の共同事業を実施し、高齢者が使用する入浴用チェアや車いす等からのすべりによ

る転落事故の防止に資するため「すべり止め機能」について試験方法規格案を作成

するなど、大学、公設試等（国際医療福祉大学等）の外部リソースの活用を図った。

①－３ 継続テーマ

ＡＩＳＴと連携し、以下３件の共同事業を実施し、ステンドグラフトの力学試験方

法等、２件のＪＩＳ原案を作成した。

・視覚障害者誘導用ブロック等の視認性に係る標準化（ロービジョンのための可読文字

サイズの標準化）

・インプラントの力学的評価方法に係る標準化

・人間感覚データベース（年齢別聴覚閾値分布の標準化、公共空間に設置する移動支援

用音案内の標準化）

①－４ 調査研究終了テーマ

・２０年度に終了した「視覚障害者誘導用ブロック等の視認性に係る標準化」で実施し

たロービジョン者延べ約１，５００名を対象とした医学的属性計測、輝度コントラス

ト感度計測、色覚特性計測及び視認性実証実験から得られたロービジョン者の視覚特

性データ及び解析結果に基づき、国土交通省をはじめとする利害関係者等や、ＩＳＯ

／ＴＣ１７３／ＷＧ８に対し、視覚障害者誘導用ブロック等の視認性規格案、調査デ

ータの提供を行う等、ＪＩＳ化及 び国際規格化に向けた成果の普及活動を実施した。

② 幹事、コンビーナ、プロジェクトリーダ等の業務

・ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＷＧ１（身体障害者支援製品/歩行補助機器）
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ナイト提案の「先ゴムの摩擦特性計測方法」（ＩＳＯ２４４１５－１）は、４月１

日に国際規格として発行し、プロジェクトリーダーとしての業務を達成した。

また、「先ゴムの耐久性試験方法」（ＩＳＯ／ＤＩＳ２４４１５－２）についてＤ

ＩＳ投票の結果を受けて寄せられた意見に対応するため、３月にイギリス・バーミン

ガムでＷＧ１会合を開催した。

・ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＷＧ８（歩行補助製品歩行者領域における視覚障害者誘導のた

めの設備と方法）

ナイトの研究成果である視覚障害者誘導用ブロック等ＪＩＳの国際規格化を図る活

動を行った結果、視覚障害者誘導用ブロック等の国際規格化のための作業が認められ、

ナイトはＷＧ８国際事務局を獲得した。これに基づき、１１月に第１回のＷＧ８国際

会議をストックホルム（スウェーデン）で開催するなど国際事務局としての運営を適

切に実施した。

③ ２２年度に見直し期限が来るナイトが原案作成団体となっているＪＩＳ１５規格に

ついて、必要性な調査を実施し、見直しが必要な１規格は、関係団体での改正作業に

技術支援を行った。

（２）製品の安全確保のための標準化

①－１ ハンドル形電動車いすのＪＩＳ制定

２０年度にナイトが経済産業省に報告したハンドル形電動車いす安全基準案につい

て、ＪＩＳ原案作成委員会（６月２４日）、規格調整分科会（８月６日）、高齢者・

障害者支援専門委員会(１０月８日)の各審議に技術データを提供するなど支援を行っ

た。これにより、１２月２１日付けでＪＩＳ Ｔ ９２０８(ハンドル形電動車いす)が

制定され、高齢者による転落事故等の製品事故の再発防止対策が進展した。

①－２ 福祉及び乳幼児製品の事故防止

福祉及び乳幼児製品の事故防止の取り組みとして、消費者代表、メーカー、学術関

係者、行政等の各分野からなる検討委員会を組織・開催し、事故情報を整理・分析の

うえ、必要な事故防止策を取りまとめ、経済産業省に提言した。

①－３ 電気製品の事故再発防止活動

電気製品の製品事故の再発防止活動を推進するため、経済産業省や産業界に対し電

気用品安全法の規格基準の見直しに係る提案活動を実施した。その結果、第１４回産

業構造審議会消費者部会製品安全小委員会で取り上げられ、当該提案が課題テーマと

して認められた。これにより電気用品安全法の技術基準にＪＩＳが引用される環境整

備が進展することとなった。

①－４ 電気製品の安全基準・基準体系のあり方

電気製品の事故情報の収集・分析から技術基準への改正に至る事故の未然防止・再

発防止活動を徹底した。

①－５ 国際標準化活動

･ ＩＳＯ／ＰＣ２４０，ＰＣ２４３の活動として、国内対応委員会を２回開催(４月２

３日、１０月２６日)する とともに、ＰＣ２４０第１回総会（５月、マレーシア・

クアラルンプール）及び第２回総会（１１月、韓国・ソウル）並びにＰＣ２４３第１



- 63 -

回総会（１０月、カナダ・トロント）に参加し、プレゼンテーションの実施など積極

的な活動を行った結果、日本が規格案のとりまとめの権利を獲得し、経済産業省「リ

コールハンドブック」をベースとした規格案を作成し、提案した。

・ＣＯＰＯＬＣＯ国内対策委員会については２回（５月、７月）職員を派遣し参加した。

・ＩＥＣ／ＴＣ８９／ＷＧ１２（耐火性試験/試験炎と耐熱性）

２０年に制定された「プラスチックの着火性試験」（ＩＥＣ／ＴＣ６０６９５－１

１－１１）について、５月に行われたＷＧ会合でラウンドロビンテストを行うことが

承認され、現在ナイトにて実施に向けて準備中。

② プラスチック工業連盟で実施しているプラスチックの国際標準化（１ＳＯ／ＴＣ６

１／ＳＣ２／ＷＧ７（プラスチック/機械的性質/疲労及び破壊靭性））の活動に関し、

コンビナー業務の対応など適切なアドバイスを実施し、プラスチックに係る当該連盟

の製品安全活動に貢献した。

（３）人間特性に係る技術的データ等の提供

① 人間特性データベース及び人間特性情報リンク集について、ホームページ上で公開、

維持・管理を適切に行うとともに、２０件のデーターベースの利用に関する問い合わ

せや、人間特性に関する技術的な問い合わせ等について、迅速に対応した。

２１年度のデータベースアクセス頁数は、月平均約３５，０００件（２０年度度約

２万件）と、前年度比 約２倍に増加した。増加理由として、人間特性情報リンク集

の公開及び２０年度に取得したデータを２１年 度に追加したことによるものが挙げ

られる。

② 「公共空間に設置する移動支援用音案内の標準化」について、ＡＩＳＴと共同で被

験者実験を実施し、５５名分のデータを収集した。その成果は、駅等の公共空間にお

ける音声での誘導についてのガイドラインに反映させた。

３．講習関係業務

電気工事士法及び特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律に基づく法定講習

を以下のとおり的確に実施した。

（１）電気工事士法に基づく講習関係業務

・定期講習について、全国で１，２１２回（２０年度：９１１回）の講習を開催し、２

０年度（１１６，８２９人）を上回る１５４，９０９人が受講した。

・講習業務の円滑な運営、関係者との協力強化を目的として、全国９地区で電気工事士

法に係る行政担当者、電気工事関係団体の代表で構成する定期講習運営連絡調整会議

を計画どおり開催した。また、４７都道府県の担当者等を集めた定期講習関係都道府

県担当者会議を３月に開催し、ナイトの取り組みや考え方を提示し、理解を求めるな

ど、問題意識の共有や協力関係の維持に努めた。

・２０年度に引き続き、「講習会現地調査、受講者アンケート、講師アンケート等の実

施」を通して講習の質の向上に努めるとともに、２１年度からの新たな試みとして、

講師からの希望に応じて、「ベテラン講師の講義内容を録音したソフトの配付、及び

定期講習に係る専門書籍等の無償貸与」を行い、講師のスキルアップを図った。
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・講師及び受講者から指摘された定期講習テキストの記載誤りについては、テキスト増

刷にあわせて迅速に反映させるとともに、既受講者に対しては、ナイトホームページ

においてその正誤の周知を行った。

（２）特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律に基づく講習関係業務

・資格講習、認定講習及び再講習について、全国で１１９回（２０年度：１２５回）の

講習を開催し、１０，４７６人（再講習については、受講対象者の約８２％）（２０

年度：１１，７４６人）が受講した。

・資格講習、認定講習及び再講習用テキストの記載内容について、最新の法令改正及び

技術進展の状況を反映させるとともに、当該講習講師の意見等も踏まえ、テキスト記

載内容の見直しを行った。

・「資格講習の習熟度確認」を目的とする修了試験に出題する試験問題の基となる「試

験問題ＤＢ」の追加・修正・削除を行い、それを修了試験候補問題として、ナイトの

ホームページにおいて、事前に公表した。

４．経済産業省に係る法令等に基づく製造事業者への立入検査等業務

経済産業省に係る法令等に基づく、次の立入検査等を的確に実施した。

① ２１年度は、経済産業大臣の指示に遅延が発生したため、実施可能件数を経済産業省

に提案し、レディーミクストコンクリートの認証製造業者５０件を対象とする大臣指

示（２１年８月２８日受領）となった。 大臣指示があった全件について年度内に立入

検査を完了し、それらの結果を経済産業大臣に速やかに報告した。

今年度は、指摘した事業者が多く、中でも品質に問題があると考えられ、直ちに一

時出荷停止の措置がとられる可能性があるｃ評価を含む事業者が多くあった。このこ

とから、品質に問題のある製品が市場に流通することを抑制し、ＪＩＳマーク制度の

信頼性確保に貢献したと考えられる。

工業標準化法に基づく試買検査については、６月９日に第１回試買検査運営委員会

を開催し、２１年度の対象品目（レディーミクストコンクリート、蛍光ランプ、乗車

用ヘルメット、ガス機器用迅速継手）を確定した。

試買検査は、外部委託により実施しているが、一般競争入札による適切な事業者で

実施した。

試買検査結果について、３月９日の第２回試買検査運営委員会で確定し、経済産業

省へ３月２３日に報告した。市場に流通するＪＩＳマーク表示製品における品質状態

を確認し、経済産業省の施策資料を作成した。

② 製品安全４法に基づく製造事業者等に対する立入検査は、効果的な立入検査となるよ

う、経済産業大臣指示書案の段階で経済産業省に提案を行った。

経済産業大臣の指示に基づき、 電気用品安全法１７２件、消費生活用製品安全法

４６件、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適性化に関する法律１０件、ガス事業

法１０件、合計２３８件について、２１年度内に着実に実施し、その結果を経済産業

大臣に速やかに報告。

指摘件数について、特に例年と異なる特徴が現れているとは思えないが、指摘を行
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った事業者は、製造事業者では４９％、輸入事業者では７８％となっている。製造事

業者は、記録の不備（主に、記載事項の欠落）が比較的多いのに対し、輸入事業者で

は、届出、記録、適合性検査等、調査項目の全般にわたって不備が多く、法律そのも

のへの認識が不足していると思われる。

指摘を行った事業者に対しては、適宜、法令遵守、安全な製品提供に向けた措置が

経済産業省から行われる。

③ 計量法に基づく届出製造事業者等に対する立入検査については、経済産業大臣からの

指示がなかった。

なお、大臣から指示があった場合には、速やかに立入検査員証を発行して検査を実

施できる体制を維持した。

また、経済産業省から依頼のあった事務を支援する業務として、都道府県から経済

産業省に提出された調査報告書、立入検査報告書などを管理簿で整理し、経済産業省

からの資料提出依頼に迅速に対応できる体制を整えている。また、指定製造事業者判

定委員会事務局の役割を担い判定委員に確実な情報提供するなどした。

④ 家庭用品品質表示法に基づく製造業者等に対する立入検査については、経済産業大

臣からの指示がなかった。

なお、大臣から指示があった場合には、速やかに立入検査員証を発行して検査を実

施できる体制を維持した。

⑤ 製品安全４法で定める「主務大臣による適合性検査業務実施」に係る業務は、経済

産業大臣からの適合性検査の指示はなかった。

なお、大臣から指示があった場合には、当該検査を的確に実施できるよう製品安全

４法等の業務を通じて既存技術を維持した。

Ｆ．その他業務

１．登山用ロープ

８事業者から依頼があり、消費生活用製品安全法に規定する適合性検査に係る登山用

ロープの試験を３０件、７０本実施した。

・検査依頼書受付件数：３０件（２０年度実績 ３７件）

・ロープ試験実施本数：７０本（２０年度実績 ７８本）

２．容量分析用標準物質の依頼検査

依頼に応じて日本工業規格（ＪＩＳ ＫＡＣＣ ８００５）に規定する容量分析用標準

物質の検査を実施した。３事業者からアミド硫酸、塩化ナトリウム、二クロム酸カリウ

ム、よう素酸カリウムの４物質各１件の依頼があり、外観検査及び品質検査を実施した。

（１２月末）４件とも合格であったため認証書を発行した。

当該依頼検査を２１年度末で終了するとともに、ＡＳＮＩＴＥ標準物質生産者認定を

利用した供給への移行することについては、検査依頼者、独立行政法人産業技術総合研

究所及び認定センターと連携して検討を進め、１０月末に認定制度の説明も併せた事業
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者説明会を、東京、大阪で行った。（説明会参加者３１名、参加事業者２０社のうち検

査依頼者は５社）

その結果、実際に認定を取得する事業者が出てくるなど、事業者の認定取得の準備が

整ってきている。

Ｇ．その他業務運営に関する計画

１．独立行政法人産業技術総合研究所との共同事業

独立行政法人産業技術総合研究所と連携し、以下３件の共同事業を実施し、ステンド

クラフトの力学試験方法等２件のＪＩＳ原案を作成した。

・視覚障害者誘導用ブロック等の視認性に係る標準化（ロービジョンのための可読文字

サイズの標準化）

ＴＲ（テクニカルレポート）案作成。

・インプラントの力学的評価方法に係る標準化

インプラント関連ＪＩＳ規格（ステンドクラフトの力学試験方法等２規格）のＪＩ

Ｓ原案作成。

・人間感覚データベース（年齢別聴覚閾値分布の標準化、公共空間に設置する移動支援

用音案内の標準化）

ＪＩＳ及びＩＳＯ規格案の作成。

２．試験等の評価結果の信頼性確保

対象となる試験業務についてＪＩＳ Ｑ １７０２５に適合したマネジメントシステム

を構築し同システムに基づく業務運営を継続している。平成２１年度は下記事項につい

て実施。

・試験実務の信頼性向上のための取り組み（試験データのクロスチェック等）。

・内部監査の実施、監査結果に基づく改善

・マネジメント・レビュー等の会合における業務見直し･方針の決定

・適時適切なマネジメントシステムの改善及び作業効率の改善を行うために、マネジメ

ントシステムの抜本的な見直しを行い、同システム文書(品質マニュアル及び業務標準)

計２１文書を改正し、１文書を新規に制定した。

６．２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置

１．外部機関との協力・連携の推進

（１）バイオテクノロジー分野

以下の事業について共同事業を実施している。

① 有用機能等の探索源となる微生物の収集（ベトナムとモンゴルへの合同探索）：国

内２社

② 有用機能等の探索源となる微生物の提供（大量提供）：国内企業・大学７機関
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③ 生物遺伝資源の利用促進（Ａｍｅｓ試験講習会）：微生物変異原性試験（ＢＭＳ）

研究会

④ ナイトが保有する微生物株のゲノム解析：国内企業・大学２１機関

今年度は、アノテーションを行うための環境であるＯＣＳＳを外部機関へ提供する

事で、外部機関でのアノテーションを支援することにより、これまでの共同研究のボ

トルネックとなっていた外部機関でのアノテーションの効率を上げた。

⑤ ヒトインフルエンザウイルス分離株の遺伝子解析：国立感染症研究所

⑥ 二国間協力における共同事業の実施：

《インドネシア》インドネシア科学研究所（ＬＩＰＩ）

《ベトナム》 国家大学ハノイ校（ＶＮＵＨ）

《モンゴル》 モンゴル科学院生物研究所（ＭＡＳ）

《ブルネイ》 ブルネイ王国産業一次資源省（ＭＩＰＲ）

《中国》 中国科学院微生物研究所（ＩＭ－ＣＡＳ）

《タイ》 タイ国立遺伝子工学バイオテクノロジーセンター（ＢＩＯＴＥＣ）

《韓国》 韓国農業生物多様性センター（ＫＡＣＣ）

（２）適合性認定分野

・広報活動及び日本認定機関協議会の活動において、関係機関との連携を強化しており、

今後予定されている新規分野において、認定機関協議会メンバーとの共同委員会体制

を整備する予定。

・独立行政法人産業技術総合研究所、日本電気計器検定所、財団法人日本品質保証機構、

独立行政法人情報処理推進機構、財団法人建材試験センター、財団法人電気安全環境

研究所、財団法人化学物質評価研究機構等関連機関とは、技術支援に関する契約を締

結し、認定業務はそれら機関からの技術的支援を受け、信頼性の高い認定制度を運営

している。

・技術委員会及び評定委員会の委員を委嘱し、技術的観点からの助言を得ており、委員

会業務の促進に貢献している

（３）製品安全関係業務

・事故情報の収集強化のため、アクションプランを策定し各地域の関係機関に対して協

力要請を行った。

（消費生活センター訪問：１２０機関、警察訪問：６０機関、消防訪問：１６８機関）

・消費生活センター、消防、警察との連携強化により、同センターから通知された当該

年度の全事故に占める割合は４．８ポイント上昇し、消防・警察からの情報割合も、

１．５ポイント上昇した。

（４）標準化関係業務等

福祉用具共通試験方法の規格開発において、国際医療福祉大学、埼玉県産業技術総

合センター（ＳＡＩＴＥＣ)、地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター、三菱

総合研究所と協力・連携を行い、外部リソースを活用し、効率的な業務運営を行った。
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２．アウトソーシングの推進

（１）バイオテクノロジー分野

業務の一層の効率化の観点から、２０年度に引き続き、ゲノム解析の器具洗浄工程

の外部委託を実施した。

（２）化学分野

化学物質総合管理情報データベースの整備項目のうち、ナイト内部で作成している

データ、更新の必要がないデータなどを除いた３６項目の更新情報収集について、平

成２２年度までに計画的に役務外注を試行し効率化を図ることとし、予定した２６項

目を超える３１項目の外注を試行した。対象項目の見直しにより更に１項目を追加し

た３７項目の全てについて試行が可能となるよう検討を行い、仕様書を作成した。

（３）適合性認定分野

・外部技能試験プロバイダの育成事業

必要な外部技能試験を活用するため、２０年度から継続している抗菌分野２機関（繊

維、繊維以外）の外部技能試験プロバイダの育成事業が終了し、育成事業の中で実施

した技能試験は、ＩＳＯ／ＩＥＣガイド４３に基づき審査し、承認した。この２事業

者の育成終了により、当該事業を完了した。

［参考］２０年度までの外部技能試験プロバイダの育成事業者３機関（繊維１、土建

１、電気１）

（４）講習関係業務

大都市圏である東京、名古屋及び大阪の受講会場は、同地を勤務地とする近郊の他

県在住者の受講が多いという講習需要の実態から、大都市での開催回数を十分確保す

る一方で、地方都市での受講にも不便を来さないよう開催計画を作成し、安価で利便

性のある講習会場を確保する業務をアウトソーシングし、業務遂行の状況についても

適宜確認している。

（５）その他

これまでアウトソーシングした業務は、確実に実施している。

３．外部人材の効果的活用

（１）認定分野

外部審査員を１４名確保し、２０年度までに確保した外部技術審査員とともに審査に

活用した。

（２）生活安全分野

製品安全に係る事故原因に関する調査能力を有する外部の技術的専門家（製造事業者

ＯＢ、消防機関ＯＢ、検査機関ＯＢ等）の中から、引き続き、製品事故調査員として、
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全国で２９名（２０年度２６名）委嘱し、製品安全業務における事故情報の調査・分析

業務で積極的に活用し、製品安全業務における事故情報の調査分析能力の向上を図った。

４．機動的な内部組織の構築と人員配置

（１）地方支所の体制見直し

・全国の地域別事故案件、事故のリスク分析結果を踏まえつつ、随時全国に配置した製

品安全担当調査官を集めた会議において、近隣支所との役割分担の調整を行い、限ら

れた人員で最大限の効果が得られるよう平準化を図った。

・適時各地方支所の役割と果たすべき機能について検証を行い、中部支所の化管法に基

づく排出量推計調査等については、今年度で廃止することを決定した。

・１０月１４日に全国支所長会議を開催し、各支所におけるコスト構造等を意識した業

務運営について検討を行った。

（２）本所試験室の機能強化及び拡充を図ると同時に、業務の効率化の観点から、庁舎

整備に着手した。

また、職員の部門間の積極的異動などにより各部門間の技術的連携を進めるととも

に、職員のキャリアパス及び技術的能力向上を考慮した計画的人事配置を行った。

５．業務の電子化の推進

（１）業務・システム最適化

業務・システム最適化計画に基づき策定された各調達計画書を、ナイト共通基盤シ

ステムの調達計画書については第５版、一般管理業務システム調達計画書については

第２版、化学物質総合情報提供システム調達計画書については第２版に更新し、シス

テム整備を実施。これらのシステムの整備、導入、ナイトの各ネットワークの統合等

により、業務実施、システム運用管理の効率化を実現可能なものとした。なお、ＢＩ

Ｏ－ＬＡＮの統合については、平成２３年度の統合に向けて検討を開始した。

（２）情報システム整備全体事業計画

２１年度ナイトの情報システムのヒアリング、調整等に基づき、ナイト情報システ

ム調達の透明性、健全性、及び業務実施の効率性の確保に努めた。

（３）調達、審査体制の強化

ナイトのＩＴ調達制度運用について、ＣＩＯ補佐官による案件全件審査（１６５

件）、政府調達審査会における仕様書内容の技術的審査（７１件）の実施等により、

政府の求めるＩＴ調達の透明性、公平性と同等以上の水準を確保。また、仕様内容の

明確化により、応札事業者の増による競争性の向上を実現。

（４）情報セキュリティ対策

「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」（第４版）に対応するため情

報セキュリティ関連規程類の改訂を実施した。２０年度に実施した情報セキュリティ
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自己点検、試行監査の結果をふまえ、未整備であった個別システムの規程類の整備を

支援した。全職員を対象とした情報セキュリティ教育を実施し、職員の情報取扱にお

ける情報セキュリティ意識が向上した。


